
 

平成 25 年６月 24 日 

各   位 

東 京 都 新 宿 区 揚 場 町 2 番 1 号                     

大 興 電 子 通 信 株 式 会 社                       

代表取締役社長   津 玉 高 秀 

                                                  （コード番号８０２３ 東証第二部） 

問合せ先 
取締役 上席執行役員 

コーポレート本部長 山 寺  光 

（ＴＥＬ０３－３２６６－８１１１） 
 
 

（訂正）「平成 21 年３月期 決算短信」の一部訂正について 
 
 

当社は、平成 25 年６月６日付の当社適時開示「調査結果の概算額および決算発表

予定日について」でお知らせしましたとおり、過年度決算短信の訂正作業を進めてま

いりました。 

このたび、平成 21 年５月 15 日付「平成 21 年３月期 決算短信」の訂正作業が完

了しましたので、訂正内容についてお知らせします。 

訂正箇所が多数に上るため、訂正前および訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正箇

所には下線 を付して表示しております。 

 

以 上 



 

（財）財務会計基準機構会員【訂正後】 
平成 21 年３月期  決算短信 

 平成 21 年５月 15 日 
上 場 会 社 名  大興電子通信株式会社 上場取引所 東証二部 
コ － ド 番 号  8023 ＵＲＬ http://www.daikodenshi.jp/ 
代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 高橋正道 
問合せ先責任者 (役職名) 執行役員管理本部副本部長 (氏名) 荻田修 TEL(03)3266－8111 
定時株主総会開催予定日 平成 21 年６月 26 日  有価証券報告書提出予定日 平成 21 年６月 26 日 
 

(百万円未満切捨て) 
１．平成 21 年 3 月期の連結業績(平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日) 
(1)連結経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 

21 年３月期 

20 年３月期 

百万円 

39,009 

44,791 

％ 

△12.9 

5.9 

百万円

△95

112

％

－

△62.7

百万円

△114

112

％ 

－ 

△63.1 

百万円 

△553 

△93 

％

－

－
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 

21 年３月期 

20 年３月期 

円 銭 

△44 43 

△7 51 

円 銭

－

－

％

△15.0

△2.2

％ 

△0.5 

0.5 

％

△0.2

0.3 
(参考) 持分法投資損益 21 年３月期 28 百万円 20 年３月期 ２百万円 
 
(2)連結財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

21 年３月期 

20 年３月期 

百万円 

20,831 

22,645 

百万円

3,438 

4,154 

％ 

15.9 

17.9 

円 銭 

265 95 

326 06  
(参考) 自己資本 21 年 3 月期  3,311 百万円 20 年 3 月期  4,062 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フロ－の状況  

 営 業活動に よる 
キャッシュ･フロ－ 

投 資活動に よる
キャッシュ･フロ－

財 務活動に よる 
キャッシュ･フロ－ 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 

21 年３月期 

20 年３月期 

百万円 

1,414 

△738 

百万円

142 

△60 

百万円 

144 

792 

百万円

2,934 

1,233 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 
配当金総額

（年間） 

配当性向

（連結） 

純資産 

配当率 

（連結） （基準日） 
第 1 

四半期 
第 2 
四半期 

第 3 
四半期 

期末 年間 

 

20 年３月期 

21 年３月期 

円 銭 

－ 

－ 

円 銭 

－ 

－ 

円 銭

－

－

円 銭

－

－

円 銭

0 00

0 00

百万円 

－ 

－ 

％ 

－ 

－ 

％

－

－

22 年３月期 

（予想） 
－ － － － 0 00   －  

 
３．平成 22 年３月期の連結業績予想(平成 21 年４月１日～平成 22 年３月 31 日) 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり

当期純利益

 
第２四半期連結累計期間 

通 期 

百万円 

15,400 

36,000 

％

△20.0

△7.7

百万円

△558

1,038

％

－

－

百万円

△552

1,053

％

－

－

百万円 

△678 

825 

％ 

－ 

－ 

円 銭

△54 44

66 24 
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４．その他 

(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   有 ・ 無 
 
(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 ・ 無 

② ①以外の変更 有 ・ 無 

(注)詳細は、14 ペ－ジ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項の変更）をご覧ください。 
 
(3)発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）21 年３月期12,561,219 株 20 年３月期 12,561,219 株 

② 期末自己株式数          21 年３月期  111,424 株 20 年３月期  101,449 株 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、27 ペ－ジ「1株当たり情

報」をご覧ください。 

 
（参考）個別業績の概要 
１．平成 21 年３月期の個別業績(平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日) 
(1)個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 

21 年３月期 

20 年３月期 

百万円 

38,616 

44,463 

％ 

△13.1 

6.0 

百万円

△146

79

％

－

△71.7

百万円

△186

85

％ 

－ 

△68.7 

百万円 

△602 

△96 

％

－

－
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

 

21 年３月期 

20 年３月期 

円 銭 

△48 37 

△7 74 

円 銭

－

－  
(2)個別財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

21 年３月期 

20 年３月期 

百万円 

20,455 

22,376 

百万円

3,158 

3,918 

％ 

15.1 

17.4 

円 銭 

247 89 

311 96  
(参考) 自己資本 21 年３月期  3,086 百万円 20 年３月期 3,886 百万円 
 
２．平成 22 年３月期の個別業績予想(平成 21 年４月１日～平成 22 年３月 31 日) 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり

当期純利益

 
第２四半期累計期間 

通 期 

百万円 

15,150 

35,500 

％

△20.6

△8.1

百万円

△628

888

％

－

－

百万円

△637

857

％

－

－

百万円 

△728 

704 

％ 

－ 

－ 

円 銭

△58 45 

56 52 

 
〔金額単位の変更について〕 
当社の連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、百万円単位で記載しておりまし
たが、千円単位で記載する方法に変更いたしました。なお、比較を容易にするため、前連結会計年度
についても千円単位に組替え表示しております。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さ

まざまな要因によって異なる結果となる可能性がありますことをご承知おきください。 

業績予想の前提となる過程及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については３ペ－ジ「１．経営成績

(1)経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
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Ⅱ 定性的情報・財務諸表等 

１．経営成績 
(1)経営成績に関する分析 
（当期の経営成績） 
当連結会計年度のわが国経済は、原油をはじめとする材料価格の急騰や、米国の金融不安に端を
発した世界的な同時不況の影響を受け、企業業績が大幅に悪化するとともに、賃金・雇用環境が
厳しさを増したことで個人消費が収縮するなど、深刻な景気後退局面を迎えました。 
当情報サービス業界におきましても、こうした経営環境を色濃く反映した投資マインド低下の影
響により、極めて慎重な投資姿勢が強まっております。このような状況のなか、当社グループは
成長性の高い中堅企業向けビジネスへの注力を目的にビジネスポートフォリオを見直し、ソフト
ウェア開発、運用サポートサービスなど高付加価値のビジネスに経営資源を集中することで生産
性の向上を図るとともに、固定費の削減にも取組んでまいりました。 
その結果、当連結会計年度の業績は、受注高 345 億 26 百万円（前期比 76.6％）、売上高 390 億９
百万円（前期比 87.1％）、営業損失 95 百万円（前期営業利益１億 12 百万円）、経常損失は１億
14 百万円（前期経常利益１億 12 百万円）となりました。 
また、特別利益として手数料返還引当金戻入益４百万円、特別損失として投資有価証券評価損１
億 26 百万円を含め１億 63 百万円を計上するとともに、法人税、住民税及び事業税１億３百万円
ならびに法人税等調整額１億 78 百万円を計上した結果、当期純損失は５億 53 百万円（前期当期
純損失 93 百万円）となりました。 
事業部門別の業績は次のとおりであります。 
なお、当社グル－プは、事業の種類別セグメント情報を開示しておりませんので事業部門別に記
載しております。 
 

期別 
 
部門 

第55期 第56期 
（当連結会計年度） 

 

自 平成19年4月 1日 
至 平成20年3月31日 

 自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日 

前 期 比 

 百万円 百万円 ％
情報通信機器 18,693 13,664 73.1 

   
ｿﾘｭ－ｼｮﾝｻ－ﾋﾞｽ 26,098 25,344 97.1 

   
合     計 44,791 39,009 87.1 

（注）1.当連結会計年度の売上における部門別割合は、情報通信機器部門が 35.0％、ソリュ－シ
ョンサ－ビス部門が 65.0％であります。 
2.第 55 期情報通信機器部門には、入札商談マイクロソフト社製アプリケーションライセンス 25
億 78 百万円の大型商談が含まれております。 
 
【情報通信機器部門】 
情報通信機器部門におきましては、投資抑制の影響により、売上高は 136 億 64 百万円（前期比
73.1％）となりました。 
 
【ソリューションサービス部門】 
ソリューションサービス部門におきましては、公共部門におけるシステム開発・運用ビジネスが
堅調に推移したことにより、ソフトウェアサービスの売上高は 141 億 12 百万円（前期比 102.3％）
となりました。 
また、保守サービスの売上高は、金融・証券および電算機保守部門の低下により 60 億 82 百万円
（前期比 96.2％）、ネットワーク工事の売上高は、民需系のビジネスが減少したことにより 51
億 49 百万円（前期比 86.1％）となりました。 
その結果、ソリューションサービス部門の売上高は 253 億 44 百万円（前期比 97.1％）となりま
した。 
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（次期の見通し及び会社の対処すべき課題） 
今後の見通しにつきましては、国内の経済対策による景気への好影響が期待されるものの、世界
的な金融不況の先行きなど予測の難しい要素もあることから、企業の投資姿勢は引き続き慎重と
なるため、ＩＴ投資への選別も一層厳しさを増すと思われます。 
このような環境のもと、当社グループは成長基盤の確立と利益構造を改革するため、次のような
経営改善策を実施してまいります。 
 
①当社主要ソリューションの拡大を目的とした組織見直しと人員集約による推進体制の強化 
②主要顧客の情報化戦略を共有することによる顧客生涯価値の拡大提案 
③拠点業務の見直しによる本社業務管理部門への集中化および業務効率化 
④人件費・固定費・変動費の全般にわたるコスト削減活動 
 
(2)財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 
当連結会計年度末の資産につきましては、期末における売掛金回収が順調であり、かつ3月度に
おける受注高・売上高が前期より減少したことに伴い、現金及び預金が15億13百万円増加、受取
手形及び売掛金が24億16百万円減少、たな卸資産が２億96百万円減少いたしました。また、投資
有価証券が評価損計上等により４億16百万円減少いたしました。 
負債につきましては、主に買掛金が3月における売上原価の減少により13億81百万円減少し、退
職給付引当金が2億84百万円増加しております。 
純資産につきましては、所有株式の時価下落によりその他有価証券評価差額金が１億98百万円減
少いたしました。 
 
②キャッシュ・フロ－の状況 
当連結会計年度における「現金及び現金同等物」の期末残高は、前連結会計年度より17億１百万
円増加し29億34百万円となりました。 
（営業活動によるキャッシュ・フロ－） 
営業活動によるキャッシュ・フロ－は14億14百万円の収入（前期 ７億38百万円の支出）であり、
主に売上債権の減少による24億25百万円の収入、たな卸資産の減少による２億96百万円の収入、
及び仕入債務の減少による13億81百万円の支出によるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロ－） 
投資活動によるキャッシュ・フロ－は１億42百万円の収入（前期 60百万円の支出）であり、主
に定期預金の払い戻しによる収入によるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロ－） 
財務活動によるキャッシュ・フロ－は１億44百万円の収入（前期 ７億92百万円の収入）であり、
主に新たな短期借入金が増加したことによるものであります。 
 
翌連結会計年度においては、事業計画の達成ならびに売上債権の回収強化を通じて営業活動によ
るキャッシュ・フロ－を安定して獲得してまいります。 
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（参考）キャッシュ・フロ－関連指標の推移 

 
平成 17 年 

３月期 

平成 18 年 

３月期 

平成 19 年 

３月期 

平成 20 年 

３月期 

平成 21 年

３月期 

自己資本比率（％） 16.4 19.1 19.1 17.9 15.9

時価ベ－スの自己資本

比率（％） 
12.4 18.1 14.8 10.5 10.2

キャッシュ・フロ－対

有利子負債比率 
－ － 1.0 － 1.3

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ 
－ － 23.9 － 34.6

（注）自己資本比率 ： 自己資本／総資産 
時価ベ－スの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロ－対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロ－ 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロ－／利払い 
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（期末自己株式控除後）により算出してお
ります。 
営業キャッシュ・フロ－は、連結キャッシュ・フロ－計算書の「営業活動によるキャッシュ・フ
ロ－」を使用しております。 
有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象
としております。 
また、利払いについては、連結キャッシュ・フロ－計算書の利息の支払額を使用しております。 
 
(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当社の利益配分の基本方針は、業績および業績見通しを慎重に検討し、安定的な配当と内部留保
の充実を総合的に勘案して決定することとしております。内部留保資金につきましては、財務体
質の強化を図りながら顧客満足度を高めるため、高付加価値ビジネスへの戦略投資に活用するこ
ととしております。 
なお、当期の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。 
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２．企業集団の状況 
当社グル－プ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社３社、関連会社１社で構成されており
ます。 
当社は、主に富士通株式会社製品(ＯＡ機器、電子計算機、電子通信設備)の販売、賃貸、設計、
施工及び保守、システム・ソフト開発並びに電子計算機の販売仲介を行っております。 
子会社３社は、当社が受注した業務の一部委託を行っております。大興テクノサ－ビス株式会社
は、電子計算機の保守、建物付帯諸設備の施工、保守管理、大興ビジネス株式会社は、労働者派
遣事業、有料職業紹介事業、電子計算機及びソフトウェアの運用管理、株式会社サイバ－コムは、
ソフトウェア開発を行っております。 
関連会社である株式会社大和ソフトウェアリサ－チは、各種計算業務の受託及びソフトウェア開
発を行っております。 
当社グル－プの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりであります。 
（情報通信機器部門） 
当部門においては、ＯＡ機器、電子計算機、電子交換機、通信機器及びこれらに係わるハ－ドウ
ェア及びソフトウェアの販売を行っております。 
（ソリュ－ションサ－ビス部門） 
当部門においては、システム・ソフトウェア開発、電子計算機・通信機器設備の工事及び保守、
建物付帯諸設備の保守管理等、サ－ビスを提供しております。 
 
事業系統図は次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

顧  客

ソフトウェアに係る
コンサルティング・
企画・設計・開発・
アフターサービス

情報通信機器および
関連製品の販売

情報通信機器の据付工事・保守
建物付帯諸設備の保守管理

(連結子会社)
大興テクノサービス㈱

(連結子会社)
大興ビジネス㈱
㈱サイバーコム

(持分法適用関連会社)
㈱大和ソフトウェアリサーチ

情報通信機器部門

ソリューションサービス部門

当  社

ソフトウェア

サービス
保守サービス

ネットワーク

工 事
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３．経営方針 
(1)会社の経営の基本方針 
当社グル－プは、『私たちは、情報サ－ビスを通して「価値あるしくみ」を創造することで、社
会の発展に貢献します。』という経営理念のもと、お客様の経営に役立つ最適な情報システムと
高品質なサ－ビスを提供いたします。また、より付加価値の高いビジネスに取組むとともに、営
業力を強化することで収益性を向上し、企業価値を高め、すべてのステ－クホルダ－から信頼さ
れ支持される企業となるべく、グル－プ全役職員が一丸となって取組んでまいります。 
 
(2)目標とする経営指標および中長期的な会社の経営戦略 
当社グル－プは、「お客様の価値（業績）を高める経営パ－トナ－」となることを目標に、お客
様の企業価値を高める最適なソリュ－ションの提案や高付加価値商品の開発・拡販に努め、お客
様との信頼関係をより強いものにしてまいります。 
そのため、当社グル－プのコア市場である成長性の高い中堅市場に経営資源を集中させるととも
に、独自のビジネスモデルを創造することで、品質・生産性の向上に努め、収益力の強化を図っ
てまいります。 
また、これまで培ってきたスキル・ノウハウの活用と共有による組織力強化に加え、最適なソリ
ュ－ションを提案できる人材の育成、あわせて外部パ－トナ－との協業をより積極的に推進して
まいります。 
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４．連結財務諸表 

（1）連結貸借対照表 

（単位：千円）

      
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金   1,540,982   3,054,364

  受取手形及び売掛金 11,541,126 9,124,151

  たな卸資産 4,683,173 －

  機器及び材料 － 19,772

  仕掛品 － 4,366,841

  繰延税金資産 306,072 272,559

  その他 167,694 118,775

  貸倒引当金 △6,642 △6,136

  流動資産合計 18,232,407 16,950,328

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物   1,216,348   1,219,973

    減価償却累計額 △696,525 △728,136

    建物（純額） 519,823 491,837

   工具、器具及び備品 69,811 66,064

    減価償却累計額 △58,553 △57,029

    工具、器具及び備品（純額） 11,258 9,034

   土地   815,555   815,555

   リース資産 － 80,650

    減価償却累計額 － △22,003

    リース資産（純額） － 58,646

   有形固定資産合計 1,346,637 1,375,074

  無形固定資産  

   ソフトウエア 167,945 92,689

   ソフトウエア仮勘定 － 4,050

   リース資産 － 2,551

   その他 43,161 42,924

   無形固定資産合計 211,106 142,215

  投資その他の資産  

   投資有価証券   1,833,893   1,416,903

   繰延税金資産 91,274 44,123

   敷金及び保証金 539,332 541,107

   その他 479,405 454,814

   貸倒引当金 △88,725 △92,717

   投資その他の資産合計 2,855,180 2,364,231

  固定資産合計 4,412,924 3,881,521

 資産合計 22,645,332 20,831,850

  

大興電子通信㈱（8023）平成21年３月期 決算短信

8



 

 

（単位：千円）

    
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

負債の部  

 流動負債  

  支払手形及び買掛金 7,151,333 5,769,946

  短期借入金   1,442,686  1,825,000

  リース債務 － 23,601

  未払費用 378,361 322,535

  未払法人税等 88,627 89,733

  未払消費税等 318,114 309,307

  賞与引当金 553,100 433,100

  製品保証引当金 5,900 5,100

  その他 585,560 552,322

  流動負債合計 10,523,684 9,330,647

 固定負債  

  長期借入金   210,000 －

  リース債務 － 39,884

  退職給付引当金 7,607,787 7,892,167

  役員退職慰労引当金 125,645 118,940

  手数料返還引当金 24,000 11,000

  負ののれん 65 516

  固定負債合計 7,967,498 8,062,510

 負債合計 18,491,182 17,393,157

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 3,654,257 3,654,257

  資本剰余金 272,811 272,811

  利益剰余金 71,744 △481,588

  自己株式 △24,901 △26,636

  株主資本合計 3,973,911 3,418,843

 評価・換算差額等  

  その他有価証券評価差額金 92,197 △106,384

  繰延ヘッジ損益 △3,461 △1,436

  評価・換算差額等合計 88,736 △107,821

 新株予約権 31,803 72,392

 少数株主持分 59,698 55,279

 純資産合計 4,154,149 3,438,693

負債純資産合計 22,645,332 20,831,850
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（2）連結損益計算書 

（単位：千円）

   
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日）

売上高 44,791,966 39,009,163

売上原価 37,856,152   32,574,813

売上総利益 6,945,813 6,434,349

販売費及び一般管理費   6,833,685   6,529,906

営業利益又は営業損失（△） 112,128 △95,557

営業外収益  

 受取利息 8,897 9,909

 受取配当金 24,228 21,330

 受取家賃 9,526 6,879

 受取手数料 12,076 5,906

 持分法による投資利益 2,466 28,466

 その他 9,972 9,251

 営業外収益合計 67,168 81,743

営業外費用  

 支払利息 37,870 35,746

 シンジケートローン手数料 － 11,528

 支払手数料 － 15,532

 投資事業組合運用損 － 18,538

 固定資産除却損 1,490 18,331

 コミットメントライン手数料 17,662 －

 その他 9,680 931

 営業外費用合計 66,703 100,607

経常利益又は経常損失（△） 112,593 △114,421

特別利益  

 手数料返還引当金戻入益 4,036 4,038

 貸倒引当金戻入額 10,070 －

 特別利益合計 14,106 4,038

特別損失  

 投資有価証券売却損 － 24,104

 投資有価証券評価損 － 126,154

 会員権評価損 1,266 13,395

 特別損失合計 1,266 163,654

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 
125,433 △274,037

法人税、住民税及び事業税 105,131 103,326

法人税等調整額 110,971 178,498

法人税等合計 216,103 281,824

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2,934 △2,528

当期純損失（△） △93,603 △553,333
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（3）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

     
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日）

株主資本  

 資本金  

  前期末残高 3,654,257 3,654,257

  当期変動額  

   当期変動額合計 － －

  当期末残高 3,654,257 3,654,257

 資本剰余金  

  前期末残高 272,811 272,811

  当期変動額  

   当期変動額合計 － －

  当期末残高 272,811 272,811

 利益剰余金  

  前期末残高 190,293 71,744

  当期変動額  

   剰余金の配当 △24,945 －

   当期純損失（△） △93,603 △553,333

   当期変動額合計 △118,548 △553,333

  当期末残高 71,744 △481,588

 自己株式  

  前期末残高 △21,749 △24,901

  当期変動額  

   自己株式の取得 △3,152 △1,734

   当期変動額合計 △3,152 △1,734

  当期末残高 △24,901 △26,636

 株主資本合計  

  前期末残高 4,095,612 3,973,911

  当期変動額  

   剰余金の配当 △24,945 －

   当期純損失（△） △93,603 △553,333

   自己株式の取得 △3,152 △1,734

   当期変動額合計 △121,701 △555,068

  当期末残高 3,873,911 3,418,843
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（単位：千円）

     
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日）

評価・換算差額等  

 その他有価証券評価差額金  

  前期末残高 385,075 92,197

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △292,878 △198,582

   当期変動額合計 △292,878 △198,582

  当期末残高 92,197 △106,384

 繰延ヘッジ損益  

  前期末残高 △4,115 △3,461

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 653 2,024

   当期変動額合計 653 2,024

  当期末残高 △3,461 △1,436

 評価・換算差額等合計  

  前期末残高 380,960 88,736

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △292,224 △196,558

   当期変動額合計 △292,224 △196,558

  当期末残高 88,736 △107,821

新株予約権  

 前期末残高 － 31,803

 当期変動額  

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,803 40,588

  当期変動額合計 31,803 40,588

 当期末残高 31,803 72,392

少数株主持分  

 前期末残高 60,993 59,698

 当期変動額  

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,295 △4,418

  当期変動額合計 △1,295 △4,418

 当期末残高 59,698 55,279

純資産合計  

 前期末残高 4,537,566 4,154,149

 当期変動額  

  剰余金の配当 △24,945 －

  当期純損失（△） △93,603 △553,333

  自己株式の取得 △3,152 △1,734

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △261,716 △160,387

  当期変動額合計 △383,417 △715,456

 当期末残高 4,154,149 3,438,693

  

大興電子通信㈱（8023）平成21年３月期 決算短信

12



 

 

（4）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

   
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△） 
125,433 △274,037

 減価償却費 131,427 138,804

 のれん償却額 1,419 451

 賞与引当金の増減額（△は減少） 44,800 △120,000

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,587 3,485

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △83,278 △6,705

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 62,234 284,380

 受取利息及び受取配当金 △33,551 △31,458

 支払利息 37,870 35,746

 持分法による投資損益（△は益） △2,466 △28,466

 投資有価証券売却損益（△は益） － 24,104

 投資有価証券評価損益（△は益） － 126,154

 会員権評価損 1,266 13,395

 売上債権の増減額（△は増加） 744,184 2,425,337

 たな卸資産の増減額（△は増加） △458,459 296,172

 仕入債務の増減額（△は減少） △871,437 △1,381,387

 その他 △88,460 17,157

 小計 △400,603 1,523,134

 利息及び配当金の受取額 32,856 32,236

 利息の支払額 △39,367 △40,852

 法人税等の支払額 △331,562 △100,120

 営業活動によるキャッシュ・フロー △738,678 1,414,397

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 定期預金の預入による支出 △302,414 △2,454

 定期預金の払戻による収入 300,000 190,000

 投資有価証券の取得による支出 △248,887 △50,993

 投資有価証券の売却による収入 237,728 19,928

 有形固定資産の取得による支出 △15,816 △6,664

 無形固定資産の取得による支出 △41,568 △20,894

 その他 10,344 13,881

 投資活動によるキャッシュ・フロー △60,614 142,803

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入れによる収入 9,160,000 1,525,000

 短期借入金の返済による支出 △8,160,000 △1,000,000

 長期借入金の返済による支出 △175,652 △352,686

 リース債務の返済による支出 － △23,872

 自己株式売買による収支 △3,152 －

 自己株式の取得による支出 － △1,734

 配当金の支払額 △24,454 △90

 少数株主への配当金の支払額 △4,230 △1,890

 財務活動によるキャッシュ・フロー 792,511 144,726

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,780 1,701,928

現金及び現金同等物の期首残高 1,239,833 1,233,053

現金及び現金同等物の期末残高   1,233,053   2,934,981
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（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況） 
該当事項はありません。 
 
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
 前連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 

     至 平成 20 年３月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 20 年４月１日 

        至 平成 21 年３月 31 日） 

１．重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 
有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物   ：４～47年 

工具器具及び備品 

：３～15年 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成 19 年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。 

なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成 19 年３月 31 日以前に取

得した資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。 

なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

 

 

──── 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物   ：４～47年 

工具器具及び備品 

：３～15年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。 

なお、上記以外の事項については、最近の有価証券報告書（平成 20 年 6 月 30 日提出）における記載
から重要な変更がないため開示を省略しております。 
 
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 
1.リ－ス取引に関する会計基準等 
所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっておりましたが、当連結会計年度より「リ－ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号
（平成５年６月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平成 19 年３月 30 日改正））及び「リ－ス取引に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成６年１月 18 日（日本公認会計士
協会 会計制度委員会）、平成 19 年３月 30 日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 
なお、リ－ス取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引については、
前連結会計年度末における未経過リ－ス料期末残高相当額（利息相当額控除後）を取得価額とし、期
首に取得したものとしてリ－ス資産に計上する方法によっております。 
これによる損益に与える影響は軽微であります。  
 
2.棚卸資産の評価に関する会計基準 
当連結会計年度より、通常の販売目的で保有する棚卸資産については、「棚卸資産の評価に関する会
計基準」（企業会計基準第９号 平成 18 年７月５日公表分）を適用し、評価基準については、原価法
から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 
これによる損益に与える影響はありません。 
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（表示方法の変更） 

連結貸借対照表関係 
財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成 20 年８月７日内閣府令第 50 号）が適用となるこ
とに伴い、前連結会計年度において「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結会計年度か
ら「機器及び材料」「仕掛品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に
含まれる「機器及び材料」「仕掛品」は、それぞれ 20,143 千円、4,663,030 千円であります。 
 

連結損益計算書関係 
シンジケ－トロ－ン手数料 
前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「シンジケ－トロ－ン手数
料」は、営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記いたしました。なお、前連結会計年
度における「シンジケ－トロ－ン手数料」は 5,800 千円であります。 
 
投資事業組合運用損 
前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「投資事業組合運用損」は、
営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記いたしました。なお、前連結会計年度におけ
る「投資事業組合運用損」は 370 千円であります。 
 

（連結財務諸表に関する注記事項） 
１．連結貸借対照表関係  
   20 年３月期 21 年３月期

(1)非連結子会社及び関連会 
社に対する資産・負債 

投資有価証券
 

413,689 千円 441,969 千円

   20 年３月期 21 年３月期

(2)担保に供している資産 定期預金  290,000 千円 100,000 千円

 建物  408,586 千円 388,974 千円

 土地  590,600 千円 590,600 千円

 投資有価証券  617,191 千円 213,252 千円

 計  1,906,378 千円 1,292,826 千円

上 記 に 対 す る 債 務 短期借入金  1,340,000 千円 1,125,000 千円

 長期借入金  210,000 千円 －千円
 
  
２．連結損益計算書関係 
(1)販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 20 年３月期  21 年３月期 
 従業員給料手当 3,066,964 千円  3,028,647 千円 
 賞与引当金繰入額 290,299 千円  160,674 千円 
 退職給付費用 341,222 千円  400,195 千円 
 役員退職慰労引当金繰入額 45,946 千円 36,734 千円 
 減価償却費 42,482 千円  66,101 千円 
 貸倒引当金繰入額 －千円  10,200 千円 
 賃借料 639,464 千円  610,470 千円 
   

  20 年３月期  21 年３月期 
(2)売上原価に含まれるたな卸資産評価損 －千円  80,829 千円 
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３．連結株主資本等変動計算書関係 
前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 
(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式   

普通株式 12,561,219 － － 12,561,219

合計 12,561,219 － － 12,561,219

自己株式  

普通株式(注) 88,546 12,903 － 101,449

合計 88,546 12,903 － 101,449

(注)普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 
(2)新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計

年度末残高

（千円） 

前連結会

計年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計 

年度減少 

当連結会 

計年度末 

提出会社 
(親会社) 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 31,803 

合計 － － － － － 31,803 

(注)ストック・オプションとして付与されている新株予約権であるため、目的となる株式の種類およ
び株式の数の記載を省略しております。 
 
(3)配当に関する事項 
①配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 24,945 ２ 平成19年３月31日 平成19年６月28日

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
該当事項はありません。 
 
当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 
(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式   

普通株式 12,561,219 － － 12,561,219

合計 12,561,219 － － 12,561,219

自己株式  

普通株式(注) 101,449 9,975 － 111,424

合計 101,449 9,975 － 111,424

(注)普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
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(2) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計

年度末残高

（千円） 

前連結会

計年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計 

年度減少 

当連結会 

計年度末 

提出会社 
(親会社) 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 72,392 

合計 － － － － － 72,392 

(注)ストック・オプションとして付与されている新株予約権であるため、目的となる株式の種類およ
び株式の数の記載を省略しております。 
 
(3)配当に関する事項 
①配当金支払額 
該当事項はありません。 
 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
該当事項はありません。 

 
４．連結キャッシュ･フロ－計算書関係 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 20 年３月期 21 年３月期

現金及び預金勘定 1,540,982 千円 3,054,364 千円

預入期間が 3ヶ月を
超える定期預金 

△307,929 千円 △119,383 千円

現金及び現金同等物 1,233,053 千円 2,934,981 千円
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５．有価証券関係 
 
(1)その他有価証券で時価のあるもの 

区分 

前連結会計年度末 
（平成 20 年３月 31 日） 

当連結会計年度末 
（平成 21 年３月 31 日） 

取得原価
(千円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が
取得価額を超えるもの 

   

株式 403,146 760,477 357,330 393,058 512,423 119,364

その他 5,150 5,289 139 － － －

小計 408,296 765,766 357,469 393,058 512,423 119,364

連結貸借対照表計上額が 
取得価額を超えないもの 

  

株式 428,854 334,569 △94,285 387,637 252,095 △135,541

その他 174,567 151,285 △23,281 142,489 101,813 △40,676

小計 603,421 485,854 △117,567 530,127 353,908 △176,218

合計 1,011,718 1,251,621 239,902 923,185 866,332 △56,853

(注)当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について104,194千円の減損処理を
行っております。 
なお、有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて 30％以上下落した場合に
は「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可能性を総合
的に判断しております。 
 

(2)前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
前連結会計年度 

（自平成 19 年４月１日 至平成 20 年３月 31 日） 
当連結会計年度 

（自平成 20 年４月１日 至平成 21 年３月 31 日） 
売却額 
(千円) 

売却益の合計額 
(千円) 

売却損の合計額
(千円) 

売却額 
(千円) 

売却益の合計額 
(千円) 

売却損の合計額
(千円) 

－ － － 19,928 － 24,104 

 
(3)時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

区分 

前連結会計年度末 

（平成 20 年３月 31 日） 

当連結会計年度末 

（平成 21 年３月 31 日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 492,810 489,756 

投資事業有限責任組合に類する組

合への出資 
3,191 － 

投資事業有限責任組合への出資 86,270 60,814 

合計 582,272 550,571 

(注)当連結会計年度において、その他有価証券の非上場株式について21,959千円の減損処理を行って
おります。 
 

(4)その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

区分 

前連結会計年度末 
（平成 20 年３月 31 日） 

当連結会計年度末 
（平成 21 年３月 31 日） 

1 年以内 

(千円)

1 年超 

5 年以内 

(千円) 

5 年超

10 年以内

(千円)

10 年超

(千円)

合計 

(千円)

1 年以内

(千円)

1 年超

5 年以内

(千円)

5年超 

10 年以内 

(千円) 

10 年超

(千円)

合計 

(千円)

その他 

 

          

投資信託 － － 67,653 3,875 71,528 － 40,549 5,323 － 45,872

投資事業有限責

任組合に類する

組合への出資 

3,191 － － － 3,191 － － － － －

投資事業有限責

任組合への出資 
－ 86,270 － － 86,270 － 60,814 － － 60,814
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６．退職給付関係  
(1)採用している退職給付制度の概要 
当社及び一部連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、従
業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 
当社においては、平成２年８月１日より退職金制度の30％相当額を適格退職年金制度へ移行しており
ます。 
 
(2)退職給付債務に関する事項 

 平成20年３月31日現在 平成 21 年３月 31 日現在

退 職 給 付 債 務 △9,091,405 千円 △9,311,731 千円

年 金 資 産 1,230,493 千円 941,959 千円

未 積 立 退 職 給 付 債 務 △7,860,912 千円 △8,369,771 千円

会計基準変更時差異の未処理額 －千円 －千円

未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 253,125 千円 477,603 千円

未 認 識 過 去 勤 務 債 務 －千円 －千円

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 純 額 △7,607,787 千円 △7,892,167 千円

前 払 年 金 費 用 －千円 －千円

退 職 給 付 引 当 金 △7,607,787 千円 △7,892,167 千円
 

(3)退職給付費用に関する事項 

 20 年３月期  21 年３月期

勤 務 費 用 519,603 千円  510,978 千円

利 息 費 用 188,694 千円  185,662 千円

期 待 運 用 収 益 △58,665 千円  △49,219 千円

過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 －千円  －千円

数理計算上の差異の費用処理額 △10,116 千円  114,231 千円

退 職 給 付 費 用 639,516 千円  761,653 千円
 
(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 
期間定額基準 

 20 年３月期 21 年３月期

②割引率 2.2％ 2.2％

③期待運用収益率 4.0％ 4.0％

④過去勤務債務の額の処理年数 
－ 
⑤数理計算上の差異の処理年数 
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生連結会計年度から費用処理しております。 
⑥会計基準変更時差異の処理年数 
－  
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７．ストック・オプション等関係 

前連結会計年度（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日） 

(1)ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

売上原価 14,087 千円 

販売費及び一般管理費 16,636 千円 

 

(2)ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの内容 

 平成 19 年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役６名、当社監査役２名及び当社従業員 640 名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数 （注） 
普通株式 1,454,000 株 

付与日 平成 19 年６月 20 日 

権利確定条件 

権利行使時において、当社の取締役、常勤監査役もしくは使

用人の地位にあることを要す。ただし、取締役、監査役が任

期満了により退任した場合、または使用人が定年により退職

した場合、また、当社取締役が正当な理由があると認めた場

合にはこの限りではない。 

対象勤務期間 自平成 19 年６月 20 日 至平成 21 年６月 20 日 

権利行使期間 自平成 21 年６月 21 日 至平成 24 年６月 20 日 

(注)株式数に換算して記載しております。 
 
②ストック・オプションの規模及びその変動状況 
当連結会計年度（平成 20 年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・
オプションの数については株式数に換算して記載しております。 
 
ストック・オプションの数 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利確定前        （株）  

前連結会計年度末 － 

付与 1,454,000 

失効 35,000 

権利確定 － 

未確定残 1,419,000 

権利確定後        （株）  

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 
単価情報 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利行使価格       （円） 289,000 

行使時平均株価      （円） － 

付与日における公正な評価単価 

             （円）
59,590 
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(3)ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 
当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積
方法は以下のとおりであります。 
①使用した評価技法   ブラック・ショ－ルズ式 
②主な基礎数値及び見積方法 

 平成 19 年ストック・オプション 

株価変動性  （注）1 35.2％ 

予想残存期間 （注）2 ３年６ヶ月 

予想配当   （注）3 ２円 

無リスク利子率（注）4 1.27％ 

(注)1．付与日から予想残存期間 183 週分遡った平成 15 年 12 月 15 日の週からの週次の株価に基づき
算出しております。 
2．過去に権利行使実績が無く、予想残存期間を合理的に見積もることは困難であるため、付与日で
ある平成 19 年 6 月 20 日から権利行使期間の中間点である平成 22 年 12 月 21 日までの期間を用いて
算定しております。 
3．平成 19 年３月期の配当実績によっております。 
4．予想残存期間と近似する残存期間の分離国債の複利利回りを用いております。 
 
(4)ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
ストック・オプションの権利付与数から過去２年間の離職率に基づく失効見込数を控除して計算して
おります。 

 

当連結会計年度（自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日） 

(1)ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

売上原価 18,966 千円 

販売費及び一般管理費 20,867 千円 

 

(2)ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの内容 

 平成 19 年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役６名、当社監査役２名及び当社従業員 640 名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数 （注） 
普通株式 1,454,000 株 

付与日 平成 19 年６月 20 日 

権利確定条件 

権利行使時において、当社の取締役、常勤監査役もしくは使

用人の地位にあることを要す。ただし、取締役、監査役が任

期満了により退任した場合、または使用人が定年により退職

した場合、また、当社取締役が正当な理由があると認めた場

合にはこの限りではない。 

対象勤務期間 自平成 19 年６月 20 日 至平成 21 年６月 20 日 

権利行使期間 自平成 21 年６月 21 日 至平成 24 年６月 20 日 

(注)株式数に換算して記載しております。  
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②ストック・オプションの規模及びその変動状況 
当連結会計年度（平成 21 年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・
オプションの数については株式数に換算して記載しております。 
 
ストック・オプションの数 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利確定前        （株）  

前連結会計年度末 1,419,000 

付与 － 

失効 37,000 

権利確定 － 

未確定残 1,382,000 

権利確定後        （株）  

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 
単価情報 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利行使価格       （円） 289,000 

行使時平均株価      （円） － 

付与日における公正な評価単価 

（円）
59,590 

 
(3)ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 
平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりであります。 
①使用した評価技法   ブラック・ショ－ルズ式 
②主な基礎数値及び見積方法 

 平成 19 年ストック・オプション 

株価変動性  （注）1 35.2％ 

予想残存期間 （注）2 ３年６ヶ月 

予想配当   （注）3 ２円 

無リスク利子率（注）4 1.27％ 

(注)1．付与日から予想残存期間 183 週分遡った平成 15 年 12 月 15 日の週からの週次の株価に基づき
算出しております。 
2．過去に権利行使実績が無く、予想残存期間を合理的に見積もることは困難であるため、付与日で
ある平成 19 年 6 月 20 日から権利行使期間の中間点である平成 22 年 12 月 21 日までの期間を用いて
算定しております。 
3．平成 19 年３月期の配当実績によっております。 
4．予想残存期間と近似する残存期間の分離国債の複利利回りを用いております。 
  
(4)ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
ストック・オプションの権利付与数から過去２年間の離職率に基づく失効見込数を控除して計算して
おります。 
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８．税効果会計関係 
(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 流 動 の 部  20 年３月期 21 年３月期 

繰 延 税 金 資 産   

賞 与 引 当 金 否 認 222,821 千円 174,506 千円 

た な 卸 資 産 評 価 減  21,973 千円 54,863 千円 

そ の 他  64,306 千円 50,163 千円 

 繰 延 税 金 資 産 小 計  309,101 千円 279,533 千円 

評 価 性 引 当 額  △3,028 千円 △6,974 千円 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  306,072 千円 272,559 千円 

 
② 固 定 の 部  20 年３月期 21 年３月期 

繰 延 税 金 資 産   

退職給付引当金否認 3,095,592 千円 3,211,320 千円 

役 員 退 職 慰 労
引 当 金 否 認 49,732 千円 46,070 千円 

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

 
49,316 千円 72,094 千円 

そ の 他  158,399 千円 187,453 千円 

 繰 延 税 金 資 産 小 計  3,353,040 千円 3,516,939 千円 

評 価 性 引 当 額  △3,115,363 千円 △3,424,245 千円 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  237,677 千円 92,693 千円 

繰 延 税 金 負 債   

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金  △146,402 千円 △48,569 千円 

 繰 延 税 金 負 債 合 計  △146,402 千円 △48,569 千円 

繰 延 税 金 資 産
の 純 額      

 
91,274 千円 44,123 千円 

 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 20 年３月期 21 年３月期 

法 定 実 効 税 率 40.69％ －％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 37.02 － 

住 民 税 均 等 割 26.29 － 

評 価 性 引 当 額 53.42 － 

繰 越 欠 損 金 控 除 △2.36 － 

過 年 度 法 人 税 等 12.39 － 

そ の 他 4.83 － 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 172.28％ －％ 

 
当連結会計年度につきましては、税金等調整前当期純損失のため、記載しておりません。 
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９．セグメント情報 

(1)事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 

当社グル－プは情報通信分野における機器の販売及びサ－ビスの提供を行う単一の事業活動を営ん

でいるため、該当事項はありません。 

(2)所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

(3)海外売上高 

前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 
海外売上高がないため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

10．関連当事者との取引 

前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 

(1)親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(千円) 

事業の内容

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目
期末残高
(千円) 役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

富士通 

㈱ 

神奈川県 

川崎市 

中原区 

324,625,075 

通信システム、

情報処理シス

テム及び電子

デバイスの製

造・販売ならび

にこれらに関

するサ－ビス

の提供 

0.01

(直接15.33

間接－) 

 

兼任なし

転籍２人

製品の販

売、施工、

保守及び

システム

の開発 

工事・保守及

びソフト売

上、手数料 

収入 

3,655,715 売掛金 1,683,270

製品の仕入

等 
10,682,400 買掛金 3,007,953

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

当社は、富士通㈱と富士通パ－トナ－契約を締結しており、取引条件につきましては同契約に基づき決定してお

ります。 
 
(2)兄弟会社等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(千円) 

事業の内容

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

㈱富士通 

エフサス 

東京都 

港区 
9,401,750 

情報システ

ムの企画・設

計、導入・構

築、運用・保

守までの総

合的なサ－

ビス 

－ 

(直接 － 

間接 －)

兼任なし

転籍なし

工事及び

保守の請

負 

工事・保守

収入 
1,364,069 売掛金 324,667

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

富士通コワ

－コ㈱ 

東京都 

港区 
450,000 

情報処理機

器、通信機器

および事務

機器ならび

にこれらに

関する周辺

機器、消耗品

等の製造、販

売 

－ 

(直接 － 

間接 －)

 

兼任なし

転籍なし

製品の仕

入等 

製品の仕

入等 
1,647,802 買掛金 365,842

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同様に決定しております。 

3. 富士通サポ－トアンドサ－ビス㈱は、平成19年7月に㈱富士通エフサスに社名を変更しております。 
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当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 
 
(追加情報) 
当連結会計年度より､「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17
日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18
年10月17日）を適用しております。この結果、従来の開示対象に加えて、連結財務諸表提出会社の連
結子会社と関連当事者との取引及び重要な関連会社に関する注記が開示対象に追加されております。 
 
１．関連当事者との取引 

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 

会社等 
の名称
又は氏
名 

所在地
資本金又は 
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関連当事者
との関係

取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目
期末残高
(千円) 

主要株主 
富士通

㈱ 

神奈川県

川崎市 

中原区 

324,625,075 

通信システム、

情報処理シス

テム及び電子

デバイスの製

造・販売ならび

にこれらに関

するサ－ビス

の提供 

0.01

(直接15.33

間接－) 

 

製 品 の 販

売、施工、

保守及びシ

ステムの開

発 

 

役員の転籍

工事・保守及

びソフト売

上、手数料

収入 

3,795,354 売掛金 1,522,524

製品の仕入

等 
9,145,446 買掛金 2,237,666

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 当社は、富士通㈱と富士通パ－トナ－契約を締結しており、取引条件につきましては同契約に基づき決定し

ております。 
 
②連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会

社の子会社等 

種類 
会社等 
の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容又は
職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 
(％) 

関連当事者
との関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

主要株主 

の子会社 

㈱富士通 

エフサス 

東京都 

港区 
9,401,750 

情報システム

の企画・設計、

導入・構築、運

用・保守までの

総合的なサ－

ビス 

－ 

(直接 － 

間接 －)

 

工事及び保

守の請負 

工事・保守

収入 
1,312,424 売掛金 323,445

主要株主 

の子会社 

富士通コワ

－コ㈱ 

東京都 

港区 
450,000 

情報処理機器、

通信機器およ

び事務機器な

らびにこれら

に関する周辺

機器、消耗品等

の製造、販売 

－ 

(直接 － 

間接 －)

 

製品の仕入

等 

製品の仕

入等 
1,226,062 買掛金 234,746

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同様に決定しております。 

同契約に基づき決定しております。 
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(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等 

種類 
会社等 
の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容又は
職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 
(％) 

関連当事者
との関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

主要株主 

の子会社 

㈱富士通 

エフサス 

東京都 

港区 
9,401,750 

情報システム

の企画・設計、

導入・構築、運

用・保守までの

総合的なサ－

ビス 

－ 

(直接 － 

間接 －)

 

工事及び保

守の請負 

工事・保守

収入 
10,152 売掛金 1,761

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同様に決定しております。 

 

２．重要な関連会社に関する注記 

重要な関連会社の要約財務情報 
当連結会計年度において、重要な関連会社は株式会社大和ソフトウェアリサーチであり、その要約財
務情報は以下のとおりであります。 
 

流動資産合計 1,071,269 千円

固定資産合計 1,368,771 千円
 
流動負債合計 1,133,690 千円

固定負債合計 417,591 千円
 
純資産合計 888,758 千円
 
売上高 2,746,584 千円

税引前当期純利益 119,831 千円

当期純利益 57,706 千円
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11．１株当たり情報 

項目 20 年３月期 21 年３月期 

１株当たり純資産額 326 円６銭 265 円 95 銭 

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純損失（△） 

△7円 51 銭 △44 円 43 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株
当たり当期純利益は、
１株当たり当期純損
失であり、また希薄化
効果を有している潜
在株式が存在しない
ため、記載しておりま
せん。 

 
同左 

 

（注）１株当たり当期純利益及び１株当たり当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下の通りであり

ます。 

項目 20 年３月期 21 年３月期 

連結損益計算書上の当期純利益 
又は当期純損失（△） 

△93,603 千円 △553,333 千円 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失（△） 

△93,603 千円 △553,333 千円 

普通株主に帰属しない金額 －  千円 －  千円 

普通株式の期中平均株式数 12,465,496 株 12,455,090 株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含
めなかった潜在株式の概要 

平成18年６月27日開催の

定時株主総会決議による

新株予約権。 

・新株予約権の数 1,419個

・普通株式  1,419,000株

平成18年６月27日開催の

定時株主総会決議による

新株予約権。 

・新株予約権の数 1,382個

・普通株式  1,382,000株

 

12．重要な後発事象 
該当事項はありません。 

 

13．開示の省略 
リ－ス取引、デリバティブ取引、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の

必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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５．個別財務諸表 

（1）貸借対照表 

（単位：千円）

      
前事業年度 

（平成20年３月31日） 
当事業年度 

（平成21年３月31日） 

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金   1,349,075   2,819,643

  受取手形 336,202 283,850

  売掛金 11,124,959 8,743,721

  機器及び材料 20,143 19,772

  仕掛品 4,665,954 4,361,106

  前払費用 133,901 97,280

  繰延税金資産 289,309 260,839

  その他 31,914 19,701

  貸倒引当金 △6,170 △5,555

  流動資産合計 17,945,290 16,600,360

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物   1,213,991   1,217,616

    減価償却累計額 △694,969 △726,415

    建物（純額） 519,021 491,201

   工具、器具及び備品 59,481 57,301

    減価償却累計額 △50,324 △50,450

    工具、器具及び備品（純額） 9,156 6,850

   土地   815,555   815,555

   リース資産 － 78,136

    減価償却累計額 － △21,209

    リース資産（純額） － 56,926

   有形固定資産合計 1,343,733 1,370,533

  無形固定資産  

   借地権 12,000 12,000

   ソフトウエア 167,945 92,689

   ソフトウエア仮勘定 － 4,050

   リース資産 － 2,551

   電話加入権 25,444 25,444

   施設利用権 5,170 4,933

   無形固定資産合計 210,559 141,669

  

大興電子通信㈱（8023）平成21年３月期 決算短信

28



 

 

（単位：千円）

     
前事業年度 

（平成20年３月31日） 
当事業年度 

（平成21年３月31日） 

    投資その他の資産  

     投資有価証券   1,420,203   974,933

     関係会社株式 550,697 434,542

     破産更生債権等 96,721 88,360

     長期前払費用 7,402 2,362

     繰延税金資産 90,585 40,849

     敷金及び保証金 536,312 535,238

     会員権 69,045 55,650

     長期定期預金 300,000 300,000

     その他 3,663 3,663

     投資損失引当金 △109,000 －

     貸倒引当金 △88,725 △92,717

     投資その他の資産合計 2,876,904 2,342,882

    固定資産合計 4,431,197 3,855,084

  資産合計 22,376,488 20,455,444

負債の部  

  流動負債  

    買掛金 7,269,012 5,837,094

    短期借入金   1,440,000   1,825,000

    リース債務 － 22,810

    未払金 178,608 244,009

    未払費用 340,267 286,824

    未払法人税等 79,389 72,966

    未払消費税等 301,539 296,660

    前受金 284,337 211,427

    預り金 90,442 61,267

    賞与引当金 511,000 391,000

    製品保証引当金 5,900 5,100

    その他 20,150 17,506

    流動負債合計 10,520,647 9,271,698

  固定負債  

    長期借入金   210,000 －

    リース債務 － 38,917

    退職給付引当金 7,601,626 7,884,819

    役員退職慰労引当金 101,487 90,487

    手数料返還引当金 24,000 11,000

    固定負債合計 7,937,114 8,025,224

  負債合計 18,457,761 17,296,922
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（単位：千円）

      
前事業年度 

（平成20年３月31日） 
当事業年度 

（平成21年３月31日） 

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 3,654,257 3,654,257

  資本剰余金  

   資本準備金 272,811 272,811

   資本剰余金合計 272,811 272,811

  利益剰余金  

   利益準備金 2,494 2,494

   その他利益剰余金  

    繰越利益剰余金 △106,474 △708,975

   利益剰余金合計 △103,979 △706,481

  自己株式 △24,901 △26,636

  株主資本合計 3,798,186 3,193,950

 評価・換算差額等  

  その他有価証券評価差額金 92,197 △106,384

  繰延ヘッジ損益 △3,461 △1,436

  評価・換算差額等合計 88,736 △107,821

 新株予約権 31,803 72,392

 純資産合計 3,918,726 3,158,521

負債純資産合計 22,376,488 20,455,444
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（2）損益計算書 

（単位：千円）

   
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日）

売上高  

 機器及び工事売上高 44,126,024 38,456,012

 手数料収入 337,627 160,787

 売上高合計 44,463,651 38,616,800

売上原価  

 機器及び工事売上原価 37,781,036   32,408,767

 売上原価合計 37,781,036 32,408,767

売上総利益 6,682,614 6,208,032

販売費及び一般管理費   6,603,232   6,354,123

営業利益又は営業損失（△） 79,381 △146,090

営業外収益  

 受取利息 8,705 9,726

 有価証券利息 424 218

 受取配当金   32,478   28,414

 受取家賃 9,526 7,016

 受取手数料 12,076 5,906

 雑収入 9,053 8,351

 営業外収益合計 72,265 59,634

営業外費用  

 支払利息 37,736 35,632

 固定資産除却損 1,490 18,150

 コミットメントライン手数料 17,662 －

 シンジケートローン手数料 － 11,528

 支払手数料 － 15,532

 投資事業組合運用損 － 18,538

 雑損失 9,466 852

 営業外費用合計 66,356 100,235

経常利益又は経常損失（△） 85,291 △186,691

特別利益  

 投資損失引当金戻入額 5,000 －

 貸倒引当金戻入額 10,073 －

 手数料返還引当金戻入益 4,036 4,038

 特別利益合計 19,109 4,038

特別損失  

 会員権評価損 1,266 13,395

 投資有価証券売却損 － 24,104

 投資有価証券評価損 － 126,154

 関係会社株式評価損 － 7,154

 特別損失合計 1,266 170,808

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 103,134 △353,461

法人税、住民税及び事業税 92,000 73,000

法人税等調整額 107,667 176,039

法人税等合計 199,667 249,039

当期純損失（△） △96,532 △602,501
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（3）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

       
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日）

株主資本  

 資本金  

  前期末残高 3,654,257 3,654,257

  当期変動額  

   当期変動額合計 － －

  当期末残高 3,654,257 3,654,257

 資本剰余金  

  資本準備金  

   前期末残高 272,811 272,811

   当期変動額  

    当期変動額合計 － －

   当期末残高 272,811 272,811

  資本剰余金合計  

   前期末残高 272,811 272,811

   当期変動額  

    当期変動額合計 － －

   当期末残高 272,811 272,811

 利益剰余金  

  利益準備金  

   前期末残高 － 2,494

   当期変動額  

    剰余金の配当 2,494 －

    当期変動額合計 2,494 －

   当期末残高 2,494 2,494

  その他利益剰余金  

   繰越利益剰余金  

    前期末残高 17,498 △106,474

    当期変動額  

     剰余金の配当 △27,439 －

     当期純損失（△） △96,532 △602,501

     当期変動額合計 △123,972 △602,501

    当期末残高 △106,474 △708,975

  利益剰余金合計  

   前期末残高 17,498 △103,979

   当期変動額  

    剰余金の配当 △24,945 －

    当期純損失（△） △96,532 △602,501

    当期変動額合計 △121,477 △602,501

   当期末残高 △103,979 △706,481

 自己株式  

  前期末残高 △21,749 △24,901

  当期変動額  

   自己株式の取得 △3,152 △1,734

   当期変動額合計 △3,152 △1,734

  当期末残高 △24,901 △26,636
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（単位：千円）

     
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日）

  株主資本合計  

    前期末残高 3,922,817 3,798,186

    当期変動額  

      剰余金の配当 △24,945 －

      当期純損失（△） △96,532 △602,501

      自己株式の取得 △3,152 △1,734

      当期変動額合計 △124,630 △604,235

    当期末残高 3,798,186 3,193,950

評価・換算差額等  

  その他有価証券評価差額金  

    前期末残高 385,075 92,197

    当期変動額  

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △292,878 △198,582

      当期変動額合計 △292,878 △198,582

    当期末残高 92,197 △106,384

  繰延ヘッジ損益  

    前期末残高 △4,115 △3,461

    当期変動額  

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 653 2,024

      当期変動額合計 653 2,024

    当期末残高 △3,461 △1,436

  評価・換算差額等合計  

    前期末残高 380,960 88,736

    当期変動額  

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △292,224 △196,558

      当期変動額合計 △292,224 △196,558

    当期末残高 88,736 △107,821

新株予約権  

  前期末残高 － 31,803

  当期変動額  

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,803 40,588

    当期変動額合計 31,803 40,588

  当期末残高 31,803 72,392

純資産合計  

  前期末残高 4,303,777 3,918,726

  当期変動額  

    剰余金の配当 △24,945 －

    当期純損失（△） △96,532 △602,501

    自己株式の取得 △3,152 △1,734

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △260,420 △155,969

    当期変動額合計 △385,050 △760,205

  当期末残高 3,918,726 3,158,521
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（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況） 

該当事項はありません。 

 

６．その他 

(1)受注および販売の状況 
①連結受注実績 

期別 

 

部門・品目 

前連結会計年度 当連結会計年度 
対前期 

増減率 

(％) 

(19.4.1～20.3.31) (20.4.1～21.3.31) 

受注高 
(千円) 

構成比
(％) 

受注高 
(千円) 

構成比 
(％) 

情報通信機器 18,842,118 41.8 10,437,731 30.2 △44.6

ソ
リ
ュ
－
シ
ョ
ン

サ
－
ビ
ス 

ソフトウェアサ－ビス 14,171,013 31.5 13,197,480 38.2 △6.9

保 守 サ － ビ ス 6,145,866 13.6 6,258,549 18.2 1.8

ネットワ－ク工事 5,896,102 13.1 4,632,628 13.4 △21.4

小    計 26,212,982 58.2 24,088,657 69.8 △8.1

合    計 45,055,101 100.0 34,526,389 100.0 △23.4

 
②連結販売実績 

期別 

 

部門・品目 

前連結会計年度 当連結会計年度 
対前期 

増減率 

(％) 

(19.4.1～20.3.31) (20.4.1～21.3.31) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比 
(％) 

情報通信機器 18,693,455 41.7 13,664,913 35.0 △26.9

ソ
リ
ュ
－
シ
ョ
ン

サ
－
ビ
ス 

ソフトウェアサ－ビス 13,792,075 30.8 14,112,172 36.2 2.3

保 守 サ － ビ ス 6,324,210 14.1 6,082,507 15.6 △3.8

ネットワ－ク工事 5,982,224 13.4 5,149,569 13.2 △13.9

小    計 26,098,510 58.3 25,344,249 65.0 △2.9

合    計 44,791,966 100.0 39,009,163 100.0 △12.9

 
 

(2)役員の異動 
①代表者の異動 
該当事項はありません。 
 
②その他役員の異動 
【新任監査役候補】 
監査役（社外）  長谷川 明 〔元 大和証券投資信託委託株式会社 
代表取締役副社長〕 
 
【退任予定監査役】 
監査役（社外）  髙嶋 勝平 
 
③就任または退任予定日 
平成 21 年６月 26 日 
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（財）財務会計基準機構会員【訂正前】 
平成 21 年３月期  決算短信 

 平成 21 年５月 15 日 
上 場 会 社 名  大興電子通信株式会社 上場取引所 東証二部 
コ － ド 番 号  8023 ＵＲＬ http://www.daikodenshi.jp/ 
代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 高橋正道 
問合せ先責任者 (役職名) 執行役員管理本部副本部長 (氏名) 荻田修 TEL(03)3266－8111 
定時株主総会開催予定日 平成 21 年６月 26 日  有価証券報告書提出予定日 平成 21 年６月 26 日 
 

(百万円未満切捨て) 
１．平成 21 年 3 月期の連結業績(平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日) 
(1)連結経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 

21 年３月期 

20 年３月期 

百万円 

39,009 

44,791 

％ 

△12.9 

5.9 

百万円

△108

102

％

－

△65.4

百万円

△127

102

％ 

－ 

△65.7 

百万円 

△563 

△103 

％

－

－
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 

21 年３月期 

20 年３月期 

円 銭 

△45 25 

△8 32 

円 銭

－

－

％

△15.2

△2.4

％ 

△0.6 

0.4 

％

△0.3

0.2 
(参考) 持分法投資損益 21 年３月期 28 百万円 20 年３月期 ２百万円 
 
(2)連結財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

21 年３月期 

20 年３月期 

百万円 

20,842 

22,668 

百万円

3,452 

4,177 

％ 

16.0 

18.0 

円 銭 

267 02 

327 95  
(参考) 自己資本 21 年 3月期  3,324 百万円 20 年 3月期  4,086 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フロ－の状況  

 営 業活動に よる 
キャッシュ･フロ－ 

投 資活動に よる
キャッシュ･フロ－

財 務活動に よる 
キャッシュ･フロ－ 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 

21 年３月期 

20 年３月期 

百万円 

1,414 

△738 

百万円

142 

△60 

百万円 

144 

792 

百万円

2,934 

1,233 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 
配当金総額

（年間） 

配当性向

（連結） 

純資産 

配当率 

（連結） （基準日） 
第 1 

四半期 
第 2 
四半期 

第 3 
四半期 

期末 年間 

 

20 年３月期 

21 年３月期 

円 銭 

－ 

－ 

円 銭 

－ 

－ 

円 銭

－

－

円 銭

－

－

円 銭

0 00

0 00

百万円 

－ 

－ 

％ 

－ 

－ 

％

－

－

22 年３月期 

（予想） 
－ － － － 0 00   －  

 
３．平成 22 年３月期の連結業績予想(平成 21 年４月１日～平成 22 年３月 31 日) 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり

当期純利益

 
第２四半期連結累計期間 

通 期 

百万円 

15,400 

36,000 

％

△20.0

△7.7

百万円

△558

1,038

％

－

－

百万円

△552

1,053

％

－

－

百万円 

△678 

825 

％ 

－ 

－ 

円 銭

△54 44

66 24 
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４．その他 

(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   有 ・ 無 
 
(2)連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 ・ 無 

② ①以外の変更 有 ・ 無 

(注)詳細は、14 ペ－ジ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項の変更）をご覧ください。 
 
(3)発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）21 年３月期12,561,219 株 20 年３月期 12,561,219 株 

② 期末自己株式数          21 年３月期  111,424 株 20 年３月期  101,449 株 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、27 ペ－ジ「1株当たり情

報」をご覧ください。 

 
（参考）個別業績の概要 
１．平成 21 年３月期の個別業績(平成 20 年４月１日～平成 21 年３月 31 日) 
(1)個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 

21 年３月期 

20 年３月期 

百万円 

38,616 

44,463 

％ 

△13.1 

6.0 

百万円

△159

69

％

－

△74.8

百万円

△199

75

％ 

－ 

△71.8 

百万円 

△612 

△106 

％

－

－
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

 

21 年３月期 

20 年３月期 

円 銭 

△49 20 

△8 55 

円 銭

－

－  
(2)個別財政状態  

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

21 年３月期 

20 年３月期 

百万円 

20,465 

22,400 

百万円

3,171 

3,942 

％ 

15.1 

17.5 

円 銭 

248 95 

313 85  
(参考) 自己資本 21 年３月期  3,099 百万円 20 年３月期 3,910 百万円 
 
２．平成 22 年３月期の個別業績予想(平成 21 年４月１日～平成 22 年３月 31 日) 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり

当期純利益

 
第２四半期累計期間 

通 期 

百万円 

15,150 

35,500 

％

△20.6

△8.1

百万円

△628

888

％

－

－

百万円

△637

857

％

－

－

百万円 

△728 

704 

％ 

－ 

－ 

円 銭

△58 45 

56 52 

 
〔金額単位の変更について〕 
当社の連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、百万円単位で記載しておりまし
たが、千円単位で記載する方法に変更いたしました。なお、比較を容易にするため、前連結会計年度
についても千円単位に組替え表示しております。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さ

まざまな要因によって異なる結果となる可能性がありますことをご承知おきください。 

業績予想の前提となる過程及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については３ペ－ジ「１．経営成績

(1)経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
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Ⅱ 定性的情報・財務諸表等 

１．経営成績 
(1)経営成績に関する分析 
（当期の経営成績） 
当連結会計年度のわが国経済は、原油をはじめとする材料価格の急騰や、米国の金融不安に端を
発した世界的な同時不況の影響を受け、企業業績が大幅に悪化するとともに、賃金・雇用環境が
厳しさを増したことで個人消費が収縮するなど、深刻な景気後退局面を迎えました。 
当情報サービス業界におきましても、こうした経営環境を色濃く反映した投資マインド低下の影
響により、極めて慎重な投資姿勢が強まっております。このような状況のなか、当社グループは
成長性の高い中堅企業向けビジネスへの注力を目的にビジネスポートフォリオを見直し、ソフト
ウェア開発、運用サポートサービスなど高付加価値のビジネスに経営資源を集中することで生産
性の向上を図るとともに、固定費の削減にも取組んでまいりました。 
その結果、当連結会計年度の業績は、受注高 345 億 26 百万円（前期比 76.6％）、売上高 390 億９
百万円（前期比 87.1％）、営業損失１億８百万円（前期営業利益１億２百万円）、経常損失は１億
27 百万円（前期経常利益１億２百万円）となりました。 
また、特別利益として手数料返還引当金戻入益４百万円、特別損失として投資有価証券評価損１
億 26 百万円を含め１億 63 百万円を計上するとともに、法人税、住民税及び事業税１億円ならび
に法人税等調整額１億 78 百万円を計上した結果、当期純損失は５億 63 百万円（前期当期純損失
１億３百万円）となりました。 
事業部門別の業績は次のとおりであります。 
なお、当社グル－プは、事業の種類別セグメント情報を開示しておりませんので事業部門別に記
載しております。 
 

期別 
 
部門 

第55期 第56期 
（当連結会計年度） 

 

自 平成19年4月 1日 
至 平成20年3月31日 

 自 平成20年4月 1日 
 至 平成21年3月31日 

前 期 比 

 百万円 百万円 ％
情報通信機器 18,693 13,664 73.1 

   
ｿﾘｭ－ｼｮﾝｻ－ﾋﾞｽ 26,098 25,344 97.1 

   
合     計 44,791 39,009 87.1 

（注）1.当連結会計年度の売上における部門別割合は、情報通信機器部門が 35.0％、ソリュ－シ
ョンサ－ビス部門が 65.0％であります。 
2.第 55 期情報通信機器部門には、入札商談マイクロソフト社製アプリケーションライセンス 25
億 78 百万円の大型商談が含まれております。 
 
【情報通信機器部門】 
情報通信機器部門におきましては、投資抑制の影響により、売上高は 136 億 64 百万円（前期比
73.1％）となりました。 
 
【ソリューションサービス部門】 
ソリューションサービス部門におきましては、公共部門におけるシステム開発・運用ビジネスが
堅調に推移したことにより、ソフトウェアサービスの売上高は 141 億 12 百万円（前期比 102.3％）
となりました。 
また、保守サービスの売上高は、金融・証券および電算機保守部門の低下により 60 億 82 百万円
（前期比 96.2％）、ネットワーク工事の売上高は、民需系のビジネスが減少したことにより 51
億 49 百万円（前期比 86.1％）となりました。 
その結果、ソリューションサービス部門の売上高は 253 億 44 百万円（前期比 97.1％）となりま
した。 
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（次期の見通し及び会社の対処すべき課題） 
今後の見通しにつきましては、国内の経済対策による景気への好影響が期待されるものの、世界
的な金融不況の先行きなど予測の難しい要素もあることから、企業の投資姿勢は引き続き慎重と
なるため、ＩＴ投資への選別も一層厳しさを増すと思われます。 
このような環境のもと、当社グループは成長基盤の確立と利益構造を改革するため、次のような
経営改善策を実施してまいります。 
 
①当社主要ソリューションの拡大を目的とした組織見直しと人員集約による推進体制の強化 
②主要顧客の情報化戦略を共有することによる顧客生涯価値の拡大提案 
③拠点業務の見直しによる本社業務管理部門への集中化および業務効率化 
④人件費・固定費・変動費の全般にわたるコスト削減活動 
 
(2)財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 
当連結会計年度末の資産につきましては、期末における売掛金回収が順調であり、かつ3月度に
おける受注高・売上高が前期より減少したことに伴い、現金及び預金が15億13百万円増加、受取
手形及び売掛金が24億16百万円減少、たな卸資産が３億９百万円減少いたしました。また、投資
有価証券が評価損計上等により４億16百万円減少いたしました。 
負債につきましては、主に買掛金が3月における売上原価の減少により13億81百万円減少し、退
職給付引当金が2億84百万円増加しております。 
純資産につきましては、所有株式の時価下落によりその他有価証券評価差額金が１億98百万円減
少いたしました。 
 
②キャッシュ・フロ－の状況 
当連結会計年度における「現金及び現金同等物」の期末残高は、前連結会計年度より17億１百万
円増加し29億34百万円となりました。 
（営業活動によるキャッシュ・フロ－） 
営業活動によるキャッシュ・フロ－は14億14百万円の収入（前期 ７億38百万円の支出）であり、
主に売上債権の減少による24億25百万円の収入、たな卸資産の減少による３億９百万円の収入、
及び仕入債務の減少による13億81百万円の支出によるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロ－） 
投資活動によるキャッシュ・フロ－は１億42百万円の収入（前期 60百万円の支出）であり、主
に定期預金の払い戻しによる収入によるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロ－） 
財務活動によるキャッシュ・フロ－は１億44百万円の収入（前期 ７億92百万円の収入）であり、
主に新たな短期借入金が増加したことによるものであります。 
 
翌連結会計年度においては、事業計画の達成ならびに売上債権の回収強化を通じて営業活動によ
るキャッシュ・フロ－を安定して獲得してまいります。 
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（参考）キャッシュ・フロ－関連指標の推移 

 
平成 17 年 

３月期 

平成 18 年 

３月期 

平成 19 年 

３月期 

平成 20 年 

３月期 

平成 21 年

３月期 

自己資本比率（％） 16.4 19.1 19.2 18.0 16.0

時価ベ－スの自己資本

比率（％） 
12.4 18.1 14.7 10.4 10.2

キャッシュ・フロ－対

有利子負債比率 
－ － 1.0 － 1.3

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ 
－ － 23.9 － 34.6

（注）自己資本比率 ： 自己資本／総資産 
時価ベ－スの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロ－対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロ－ 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロ－／利払い 
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（期末自己株式控除後）により算出してお
ります。 
営業キャッシュ・フロ－は、連結キャッシュ・フロ－計算書の「営業活動によるキャッシュ・フ
ロ－」を使用しております。 
有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象
としております。 
また、利払いについては、連結キャッシュ・フロ－計算書の利息の支払額を使用しております。 
 
(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当社の利益配分の基本方針は、業績および業績見通しを慎重に検討し、安定的な配当と内部留保
の充実を総合的に勘案して決定することとしております。内部留保資金につきましては、財務体
質の強化を図りながら顧客満足度を高めるため、高付加価値ビジネスへの戦略投資に活用するこ
ととしております。 
なお、当期の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただきます。 
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２．企業集団の状況 
当社グル－プ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社３社、関連会社１社で構成されており
ます。 
当社は、主に富士通株式会社製品(ＯＡ機器、電子計算機、電子通信設備)の販売、賃貸、設計、
施工及び保守、システム・ソフト開発並びに電子計算機の販売仲介を行っております。 
子会社３社は、当社が受注した業務の一部委託を行っております。大興テクノサ－ビス株式会社
は、電子計算機の保守、建物付帯諸設備の施工、保守管理、大興ビジネス株式会社は、労働者派
遣事業、有料職業紹介事業、電子計算機及びソフトウェアの運用管理、株式会社サイバ－コムは、
ソフトウェア開発を行っております。 
関連会社である株式会社大和ソフトウェアリサ－チは、各種計算業務の受託及びソフトウェア開
発を行っております。 
当社グル－プの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりであります。 
（情報通信機器部門） 
当部門においては、ＯＡ機器、電子計算機、電子交換機、通信機器及びこれらに係わるハ－ドウ
ェア及びソフトウェアの販売を行っております。 
（ソリュ－ションサ－ビス部門） 
当部門においては、システム・ソフトウェア開発、電子計算機・通信機器設備の工事及び保守、
建物付帯諸設備の保守管理等、サ－ビスを提供しております。 
 
事業系統図は次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

顧  客

ソフトウェアに係る
コンサルティング・
企画・設計・開発・
アフターサービス

情報通信機器および
関連製品の販売

情報通信機器の据付工事・保守
建物付帯諸設備の保守管理

(連結子会社)
大興テクノサービス㈱

(連結子会社)
大興ビジネス㈱
㈱サイバーコム

(持分法適用関連会社)
㈱大和ソフトウェアリサーチ

情報通信機器部門

ソリューションサービス部門

当  社

ソフトウェア

サービス
保守サービス

ネットワーク

工 事
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３．経営方針 
(1)会社の経営の基本方針 
当社グル－プは、『私たちは、情報サ－ビスを通して「価値あるしくみ」を創造することで、社
会の発展に貢献します。』という経営理念のもと、お客様の経営に役立つ最適な情報システムと
高品質なサ－ビスを提供いたします。また、より付加価値の高いビジネスに取組むとともに、営
業力を強化することで収益性を向上し、企業価値を高め、すべてのステ－クホルダ－から信頼さ
れ支持される企業となるべく、グル－プ全役職員が一丸となって取組んでまいります。 
 
(2)目標とする経営指標および中長期的な会社の経営戦略 
当社グル－プは、「お客様の価値（業績）を高める経営パ－トナ－」となることを目標に、お客
様の企業価値を高める最適なソリュ－ションの提案や高付加価値商品の開発・拡販に努め、お客
様との信頼関係をより強いものにしてまいります。 
そのため、当社グル－プのコア市場である成長性の高い中堅市場に経営資源を集中させるととも
に、独自のビジネスモデルを創造することで、品質・生産性の向上に努め、収益力の強化を図っ
てまいります。 
また、これまで培ってきたスキル・ノウハウの活用と共有による組織力強化に加え、最適なソリ
ュ－ションを提案できる人材の育成、あわせて外部パ－トナ－との協業をより積極的に推進して
まいります。 
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４．連結財務諸表 

（1）連結貸借対照表 

（単位：千円）

      
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

資産の部  

  流動資産  

    現金及び預金   1,540,982   3,054,364

    受取手形及び売掛金 11,541,126 9,124,151

    たな卸資産 4,706,721 －

    機器及び材料 － 19,772

    仕掛品 － 4,377,362

    繰延税金資産 306,072 272,347

    その他 167,694 118,775

    貸倒引当金 △6,642 △6,136

    流動資産合計 18,255,955 16,960,638

  固定資産  

    有形固定資産  

      建物   1,216,348   1,219,973

        減価償却累計額 △696,525 △728,136

        建物（純額） 519,823 491,837

      工具、器具及び備品 69,811 66,064

        減価償却累計額 △58,553 △57,029

        工具、器具及び備品（純額） 11,258 9,034

      土地   815,555   815,555

      リース資産 － 80,650

        減価償却累計額 － △22,003

        リース資産（純額） － 58,646

      有形固定資産合計 1,346,637 1,375,074

    無形固定資産  

      ソフトウエア 167,945 92,689

      ソフトウエア仮勘定 － 4,050

      リース資産 － 2,551

      その他 43,161 42,924

      無形固定資産合計 211,106 142,215

    投資その他の資産  

      投資有価証券   1,833,893   1,416,903

      繰延税金資産 91,274 44,123

      敷金及び保証金 539,332 541,107

      その他 479,405 454,814

      貸倒引当金 △88,725 △92,717

      投資その他の資産合計 2,855,180 2,364,231

    固定資産合計 4,412,924 3,881,521

  資産合計 22,668,879 20,842,159
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（単位：千円）

    
前連結会計年度 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成21年３月31日） 

負債の部  

  流動負債  

    支払手形及び買掛金 7,151,333 5,769,946

    短期借入金   1,442,686   1,825,000

    リース債務 － 23,601

    未払費用 378,361 322,535

    未払法人税等 88,627 86,733

    未払消費税等 318,114 309,307

    賞与引当金 553,100 433,100

    製品保証引当金 5,900 5,100

    その他 585,560 552,322

    流動負債合計 10,523,684 9,327,647

  固定負債  

    長期借入金   210,000 －

    リース債務 － 39,884

    退職給付引当金 7,607,787 7,892,167

    役員退職慰労引当金 125,645 118,940

    手数料返還引当金 24,000 11,000

    負ののれん 65 516

    固定負債合計 7,967,498 8,062,510

  負債合計 18,491,182 17,390,157

純資産の部  

  株主資本  

    資本金 3,654,257 3,654,257

    資本剰余金 272,811 272,811

    利益剰余金 95,291 △468,279

    自己株式 △24,901 △26,636

    株主資本合計 3,997,458 3,432,152

  評価・換算差額等  

    その他有価証券評価差額金 92,197 △106,384

    繰延ヘッジ損益 △3,461 △1,436

    評価・換算差額等合計 88,736 △107,821

  新株予約権 31,803 72,392

  少数株主持分 59,698 55,279

  純資産合計 4,177,696 3,452,002

負債純資産合計 22,668,879 20,842,159
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（2）連結損益計算書 

（単位：千円）

   
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

売上高 44,791,966 39,009,163

売上原価 37,856,240   32,587,840

売上総利益 6,935,725 6,421,322

販売費及び一般管理費   6,833,685   6,529,906

営業利益又は営業損失（△） 102,040 △108,583

営業外収益  

  受取利息 8,897 9,909

  受取配当金 24,228 21,330

  受取家賃 9,526 6,879

  受取手数料 12,076 5,906

  持分法による投資利益 2,466 28,466

  その他 9,972 9,251

  営業外収益合計 67,168 81,743

営業外費用  

  支払利息 37,870 35,746

  シンジケートローン手数料 － 11,528

  支払手数料 － 15,532

  投資事業組合運用損 － 18,538

  固定資産除却損 1,490 18,331

  コミットメントライン手数料 17,662 －

  その他 9,680 931

  営業外費用合計 66,703 100,607

経常利益又は経常損失（△） 102,505 △127,447

特別利益  

  手数料返還引当金戻入益 4,036 4,038

  貸倒引当金戻入額 10,070 －

  特別利益合計 14,106 4,038

特別損失  

  投資有価証券売却損 － 24,104

  投資有価証券評価損 － 126,154

  会員権評価損 1,266 13,395

  特別損失合計 1,266 163,654

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失

（△） 
115,345 △287,063

法人税、住民税及び事業税 105,131 100,326

法人税等調整額 110,971 178,709

法人税等合計 216,103 279,036

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2,934 △2,528

当期純損失（△） △103,691 △563,571
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（3）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

     
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

株主資本  

  資本金  

    前期末残高 3,654,257 3,654,257

    当期変動額  

      当期変動額合計 － －

    当期末残高 3,654,257 3,654,257

  資本剰余金  

    前期末残高 272,811 272,811

    当期変動額  

      当期変動額合計 － －

    当期末残高 272,811 272,811

  利益剰余金  

    前期末残高 223,929 95,291

    当期変動額  

      剰余金の配当 △24,945 －

      当期純損失（△） △103,691 △563,571

      当期変動額合計 △128,637 △563,571

    当期末残高 95,291 △468,279

  自己株式  

    前期末残高 △21,749 △24,901

    当期変動額  

      自己株式の取得 △3,152 △1,734

      当期変動額合計 △3,152 △1,734

    当期末残高 △24,901 △26,636

  株主資本合計  

    前期末残高 4,129,248 3,997,458

    当期変動額  

      剰余金の配当 △24,945 －

      当期純損失（△） △103,691 △563,571

      自己株式の取得 △3,152 △1,734

      当期変動額合計 △131,789 △565,306

    当期末残高 3,997,458 3,432,152
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（単位：千円）

     
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

評価・換算差額等  

  その他有価証券評価差額金  

    前期末残高 385,075 92,197

    当期変動額  

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △292,878 △198,582

      当期変動額合計 △292,878 △198,582

    当期末残高 92,197 △106,384

  繰延ヘッジ損益  

    前期末残高 △4,115 △3,461

    当期変動額  

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 653 2,024

      当期変動額合計 653 2,024

    当期末残高 △3,461 △1,436

  評価・換算差額等合計  

    前期末残高 380,960 88,736

    当期変動額  

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △292,224 △196,558

      当期変動額合計 △292,224 △196,558

    当期末残高 88,736 △107,821

新株予約権  

  前期末残高 － 31,803

  当期変動額  

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,803 40,588

    当期変動額合計 31,803 40,588

  当期末残高 31,803 72,392

少数株主持分  

  前期末残高 60,993 59,698

  当期変動額  

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,295 △4,418

    当期変動額合計 △1,295 △4,418

  当期末残高 59,698 55,279

純資産合計  

  前期末残高 4,571,202 4,177,696

  当期変動額  

    剰余金の配当 △24,945 －

    当期純損失（△） △103,691 △563,571

    自己株式の取得 △3,152 △1,734

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △261,716 △160,387

    当期変動額合計 △393,505 △725,694

  当期末残高 4,177,696 3,452,002
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（4）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

   
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

  
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 
115,345 △287,063

  減価償却費 131,427 138,804

  のれん償却額 1,419 451

  賞与引当金の増減額（△は減少） 44,800 △120,000

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,587 3,485

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △83,278 △6,705

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 62,234 284,380

  受取利息及び受取配当金 △33,551 △31,458

  支払利息 37,870 35,746

  持分法による投資損益（△は益） △2,466 △28,466

  投資有価証券売却損益（△は益） － 24,104

  投資有価証券評価損益（△は益） － 126,154

  会員権評価損 1,266 13,395

  売上債権の増減額（△は増加） 744,184 2,425,337

  たな卸資産の増減額（△は増加） △448,370 309,198

  仕入債務の増減額（△は減少） △871,437 △1,381,387

  その他 △88,460 17,157

  小計 △400,603 1,523,134

  利息及び配当金の受取額 32,856 32,236

  利息の支払額 △39,367 △40,852

  法人税等の支払額 △331,562 △100,120

  営業活動によるキャッシュ・フロー △738,678 1,414,397

投資活動によるキャッシュ・フロー  

  定期預金の預入による支出 △302,414 △2,454

  定期預金の払戻による収入 300,000 190,000

  投資有価証券の取得による支出 △248,887 △50,993

  投資有価証券の売却による収入 237,728 19,928

  有形固定資産の取得による支出 △15,816 △6,664

  無形固定資産の取得による支出 △41,568 △20,894

  その他 10,344 13,881

  投資活動によるキャッシュ・フロー △60,614 142,803

財務活動によるキャッシュ・フロー  

  短期借入れによる収入 9,160,000 1,525,000

  短期借入金の返済による支出 △8,160,000 △1,000,000

  長期借入金の返済による支出 △175,652 △352,686

  リース債務の返済による支出 － △23,872

  自己株式売買による収支 △3,152 －

  自己株式の取得による支出 － △1,734

  配当金の支払額 △24,454 △90

  少数株主への配当金の支払額 △4,230 △1,890

  財務活動によるキャッシュ・フロー 792,511 144,726

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,780 1,701,928

現金及び現金同等物の期首残高 1,239,833 1,233,053

現金及び現金同等物の期末残高   1,233,053   2,934,981
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（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況） 
該当事項はありません。 

 
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
 前連結会計年度 

（自 平成 19 年４月１日 

     至 平成 20 年３月 31 日） 

当連結会計年度 

（自 平成 20 年４月１日 

        至 平成 21 年３月 31 日） 

１．重要な減価償却資産の 

減価償却の方法 
有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物   ：４～47年 

工具器具及び備品 

：３～15年 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成 19 年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。 

なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成 19 年３月 31 日以前に取

得した資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。 

なお、これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

 

 

──── 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物   ：４～47年 

工具器具及び備品 

：３～15年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。 

なお、上記以外の事項については、最近の有価証券報告書（平成 20 年 6 月 30 日提出）における記載
から重要な変更がないため開示を省略しております。 
 
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 
1.リ－ス取引に関する会計基準等 
所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっておりましたが、当連結会計年度より「リ－ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13 号
（平成５年６月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平成 19 年３月 30 日改正））及び「リ－ス取引に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16 号（平成６年１月 18 日（日本公認会計士
協会 会計制度委員会）、平成 19 年３月 30 日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 
なお、リ－ス取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引については、
前連結会計年度末における未経過リ－ス料期末残高相当額（利息相当額控除後）を取得価額とし、期
首に取得したものとしてリ－ス資産に計上する方法によっております。 
これによる損益に与える影響は軽微であります。  
 
2.棚卸資産の評価に関する会計基準 
当連結会計年度より、通常の販売目的で保有する棚卸資産については、「棚卸資産の評価に関する会
計基準」（企業会計基準第９号 平成 18 年７月５日公表分）を適用し、評価基準については、原価法
から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 
これによる損益に与える影響はありません。 
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（表示方法の変更） 

連結貸借対照表関係 
財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成 20 年８月７日内閣府令第 50 号）が適用となるこ
とに伴い、前連結会計年度において「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結会計年度か
ら「機器及び材料」「仕掛品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に
含まれる「機器及び材料」「仕掛品」は、それぞれ 20,143 千円、4,686,577 千円であります。 
 

連結損益計算書関係 
シンジケ－トロ－ン手数料 
前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「シンジケ－トロ－ン手数
料」は、営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記いたしました。なお、前連結会計年
度における「シンジケ－トロ－ン手数料」は 5,800 千円であります。 
 
投資事業組合運用損 
前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「投資事業組合運用損」は、
営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記いたしました。なお、前連結会計年度におけ
る「投資事業組合運用損」は 370 千円であります。 
 

（連結財務諸表に関する注記事項） 
１．連結貸借対照表関係  
   20 年３月期 21 年３月期

(1)非連結子会社及び関連会 
社に対する資産・負債 

投資有価証券
 

413,689 千円 441,969 千円

   20 年３月期 21 年３月期

(2)担保に供している資産 定期預金  290,000 千円 100,000 千円

 建物  408,586 千円 388,974 千円

 土地  590,600 千円 590,600 千円

 投資有価証券  617,191 千円 213,252 千円

 計  1,906,378 千円 1,292,826 千円

上 記 に 対 す る 債 務 短期借入金  1,340,000 千円 1,125,000 千円

 長期借入金  210,000 千円 －千円
 
  
２．連結損益計算書関係 
(1)販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 20 年３月期  21 年３月期 
 従業員給料手当 3,066,964 千円  3,028,647 千円 
 賞与引当金繰入額 290,299 千円  160,674 千円 
 退職給付費用 341,222 千円  400,195 千円 
 役員退職慰労引当金繰入額 45,946 千円 36,734 千円 
 減価償却費 42,482 千円  66,101 千円 
 貸倒引当金繰入額 －千円  10,200 千円 
 賃借料 639,464 千円  610,470 千円 
   

  20 年３月期  21 年３月期 
(2)売上原価に含まれるたな卸資産評価損 －千円  80,829 千円 
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３．連結株主資本等変動計算書関係 
前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 
(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式   

普通株式 12,561,219 － － 12,561,219

合計 12,561,219 － － 12,561,219

自己株式  

普通株式(注) 88,546 12,903 － 101,449

合計 88,546 12,903 － 101,449

(注)普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 
(2)新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計

年度末残高

（千円） 

前連結会

計年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計 

年度減少 

当連結会 

計年度末 

提出会社 
(親会社) 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 31,803 

合計 － － － － － 31,803 

(注)ストック・オプションとして付与されている新株予約権であるため、目的となる株式の種類およ
び株式の数の記載を省略しております。 
 
(3)配当に関する事項 
①配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 24,945 ２ 平成19年３月31日 平成19年６月28日

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
該当事項はありません。 
 
当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 
(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式   

普通株式 12,561,219 － － 12,561,219

合計 12,561,219 － － 12,561,219

自己株式  

普通株式(注) 101,449 9,975 － 111,424

合計 101,449 9,975 － 111,424

(注)普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
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(2) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計

年度末残高

（千円） 

前連結会

計年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計 

年度減少 

当連結会 

計年度末 

提出会社 
(親会社) 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 72,392 

合計 － － － － － 72,392 

(注)ストック・オプションとして付与されている新株予約権であるため、目的となる株式の種類およ
び株式の数の記載を省略しております。 
 
(3)配当に関する事項 
①配当金支払額 
該当事項はありません。 
 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
該当事項はありません。 

 
４．連結キャッシュ･フロ－計算書関係 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 20 年３月期 21 年３月期

現金及び預金勘定 1,540,982 千円 3,054,364 千円

預入期間が 3ヶ月を
超える定期預金 

△307,929 千円 △119,383 千円

現金及び現金同等物 1,233,053 千円 2,934,981 千円
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５．有価証券関係 
 
(1)その他有価証券で時価のあるもの 

区分 

前連結会計年度末 
（平成 20 年３月 31 日） 

当連結会計年度末 
（平成 21 年３月 31 日） 

取得原価
(千円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が
取得価額を超えるもの 

   

株式 403,146 760,477 357,330 393,058 512,423 119,364

その他 5,150 5,289 139 － － －

小計 408,296 765,766 357,469 393,058 512,423 119,364

連結貸借対照表計上額が 
取得価額を超えないもの 

  

株式 428,854 334,569 △94,285 387,637 252,095 △135,541

その他 174,567 151,285 △23,281 142,489 101,813 △40,676

小計 603,421 485,854 △117,567 530,127 353,908 △176,218

合計 1,011,718 1,251,621 239,902 923,185 866,332 △56,853

(注)当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について104,194千円の減損処理を
行っております。 
なお、有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて 30％以上下落した場合に
は「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等の検討により回復可能性を総合
的に判断しております。 
 

(2)前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
前連結会計年度 

（自平成 19 年４月１日 至平成 20 年３月 31 日） 
当連結会計年度 

（自平成 20 年４月１日 至平成 21 年３月 31 日） 
売却額 
(千円) 

売却益の合計額 
(千円) 

売却損の合計額
(千円) 

売却額 
(千円) 

売却益の合計額 
(千円) 

売却損の合計額
(千円) 

－ － － 19,928 － 24,104 

 
(3)時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

区分 

前連結会計年度末 

（平成 20 年３月 31 日） 

当連結会計年度末 

（平成 21 年３月 31 日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 492,810 489,756 

投資事業有限責任組合に類する組

合への出資 
3,191 － 

投資事業有限責任組合への出資 86,270 60,814 

合計 582,272 550,571 

(注)当連結会計年度において、その他有価証券の非上場株式について21,959千円の減損処理を行って
おります。 
 

(4)その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

区分 

前連結会計年度末 
（平成 20 年３月 31 日） 

当連結会計年度末 
（平成 21 年３月 31 日） 

1 年以内 

(千円)

1 年超 

5 年以内 

(千円) 

5 年超

10 年以内

(千円)

10 年超

(千円)

合計 

(千円)

1 年以内

(千円)

1 年超

5 年以内

(千円)

5年超 

10 年以内 

(千円) 

10 年超

(千円)

合計 

(千円)

その他 

 

          

投資信託 － － 67,653 3,875 71,528 － 40,549 5,323 － 45,872

投資事業有限責

任組合に類する

組合への出資 

3,191 － － － 3,191 － － － － －

投資事業有限責

任組合への出資 
－ 86,270 － － 86,270 － 60,814 － － 60,814
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６．退職給付関係  
(1)採用している退職給付制度の概要 
当社及び一部連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、従
業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 
当社においては、平成２年８月１日より退職金制度の30％相当額を適格退職年金制度へ移行しており
ます。 
 
(2)退職給付債務に関する事項 

 平成20年３月31日現在 平成 21 年３月 31 日現在

退 職 給 付 債 務 △9,091,405 千円 △9,311,731 千円

年 金 資 産 1,230,493 千円 941,959 千円

未 積 立 退 職 給 付 債 務 △7,860,912 千円 △8,369,771 千円

会計基準変更時差異の未処理額 －千円 －千円

未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 253,125 千円 477,603 千円

未 認 識 過 去 勤 務 債 務 －千円 －千円

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 純 額 △7,607,787 千円 △7,892,167 千円

前 払 年 金 費 用 －千円 －千円

退 職 給 付 引 当 金 △7,607,787 千円 △7,892,167 千円
 

(3)退職給付費用に関する事項 

 20 年３月期  21 年３月期

勤 務 費 用 519,603 千円  510,978 千円

利 息 費 用 188,694 千円  185,662 千円

期 待 運 用 収 益 △58,665 千円  △49,219 千円

過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 －千円  －千円

数理計算上の差異の費用処理額 △10,116 千円  114,231 千円

退 職 給 付 費 用 639,516 千円  761,653 千円
 
(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 
期間定額基準 

 20 年３月期 21 年３月期

②割引率 2.2％ 2.2％

③期待運用収益率 4.0％ 4.0％

④過去勤務債務の額の処理年数 
－ 
⑤数理計算上の差異の処理年数 
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生連結会計年度から費用処理しております。 
⑥会計基準変更時差異の処理年数 
－  
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７．ストック・オプション等関係 

前連結会計年度（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日） 

(1)ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

売上原価 14,087 千円 

販売費及び一般管理費 16,636 千円 

 

(2)ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの内容 

 平成 19 年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役６名、当社監査役２名及び当社従業員 640 名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数 （注） 
普通株式 1,454,000 株 

付与日 平成 19 年６月 20 日 

権利確定条件 

権利行使時において、当社の取締役、常勤監査役もしくは使

用人の地位にあることを要す。ただし、取締役、監査役が任

期満了により退任した場合、または使用人が定年により退職

した場合、また、当社取締役が正当な理由があると認めた場

合にはこの限りではない。 

対象勤務期間 自平成 19 年６月 20 日 至平成 21 年６月 20 日 

権利行使期間 自平成 21 年６月 21 日 至平成 24 年６月 20 日 

(注)株式数に換算して記載しております。 
 
②ストック・オプションの規模及びその変動状況 
当連結会計年度（平成 20 年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・
オプションの数については株式数に換算して記載しております。 
 
ストック・オプションの数 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利確定前        （株）  

前連結会計年度末 － 

付与 1,454,000 

失効 35,000 

権利確定 － 

未確定残 1,419,000 

権利確定後        （株）  

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 
単価情報 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利行使価格       （円） 289,000 

行使時平均株価      （円） － 

付与日における公正な評価単価 

             （円）
59,590 

 

大興電子通信㈱（8023）平成21年３月期 決算短信

20



 

 

 
(3)ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 
当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積
方法は以下のとおりであります。 
①使用した評価技法   ブラック・ショ－ルズ式 
②主な基礎数値及び見積方法 

 平成 19 年ストック・オプション 

株価変動性  （注）1 35.2％ 

予想残存期間 （注）2 ３年６ヶ月 

予想配当   （注）3 ２円 

無リスク利子率（注）4 1.27％ 

(注)1．付与日から予想残存期間 183 週分遡った平成 15 年 12 月 15 日の週からの週次の株価に基づき
算出しております。 
2．過去に権利行使実績が無く、予想残存期間を合理的に見積もることは困難であるため、付与日で
ある平成 19 年 6 月 20 日から権利行使期間の中間点である平成 22 年 12 月 21 日までの期間を用いて
算定しております。 
3．平成 19 年３月期の配当実績によっております。 
4．予想残存期間と近似する残存期間の分離国債の複利利回りを用いております。 
 
(4)ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
ストック・オプションの権利付与数から過去２年間の離職率に基づく失効見込数を控除して計算して
おります。 

 

当連結会計年度（自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日） 

(1)ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

売上原価 18,966 千円 

販売費及び一般管理費 20,867 千円 

 

(2)ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの内容 

 平成 19 年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役６名、当社監査役２名及び当社従業員 640 名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数 （注） 
普通株式 1,454,000 株 

付与日 平成 19 年６月 20 日 

権利確定条件 

権利行使時において、当社の取締役、常勤監査役もしくは使

用人の地位にあることを要す。ただし、取締役、監査役が任

期満了により退任した場合、または使用人が定年により退職

した場合、また、当社取締役が正当な理由があると認めた場

合にはこの限りではない。 

対象勤務期間 自平成 19 年６月 20 日 至平成 21 年６月 20 日 

権利行使期間 自平成 21 年６月 21 日 至平成 24 年６月 20 日 

(注)株式数に換算して記載しております。  
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②ストック・オプションの規模及びその変動状況 
当連結会計年度（平成 21 年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・
オプションの数については株式数に換算して記載しております。 
 
ストック・オプションの数 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利確定前        （株）  

前連結会計年度末 1,419,000 

付与 － 

失効 37,000 

権利確定 － 

未確定残 1,382,000 

権利確定後        （株）  

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 
単価情報 

 平成 19 年ストック・オプション 

権利行使価格       （円） 289,000 

行使時平均株価      （円） － 

付与日における公正な評価単価 

（円）
59,590 

 
(3)ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 
平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりであります。 
①使用した評価技法   ブラック・ショ－ルズ式 
②主な基礎数値及び見積方法 

 平成 19 年ストック・オプション 

株価変動性  （注）1 35.2％ 

予想残存期間 （注）2 ３年６ヶ月 

予想配当   （注）3 ２円 

無リスク利子率（注）4 1.27％ 

(注)1．付与日から予想残存期間 183 週分遡った平成 15 年 12 月 15 日の週からの週次の株価に基づき
算出しております。 
2．過去に権利行使実績が無く、予想残存期間を合理的に見積もることは困難であるため、付与日で
ある平成 19 年 6 月 20 日から権利行使期間の中間点である平成 22 年 12 月 21 日までの期間を用いて
算定しております。 
3．平成 19 年３月期の配当実績によっております。 
4．予想残存期間と近似する残存期間の分離国債の複利利回りを用いております。 
  
(4)ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
ストック・オプションの権利付与数から過去２年間の離職率に基づく失効見込数を控除して計算して
おります。 
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８．税効果会計関係 
(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 流 動 の 部  20 年３月期 21 年３月期 

繰 延 税 金 資 産   

賞 与 引 当 金 否 認 222,821 千円 174,506 千円 

た な 卸 資 産 評 価 減  21,973 千円 54,863 千円 

そ の 他  64,306 千円 49,952 千円 

 繰 延 税 金 資 産 小 計  309,101 千円 279,322 千円 

評 価 性 引 当 額  △3,028 千円 △6,974 千円 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  306,072 千円 272,347 千円 

 
② 固 定 の 部  20 年３月期 21 年３月期 

繰 延 税 金 資 産   

退職給付引当金否認 3,095,592 千円 3,211,320 千円 

役 員 退 職 慰 労
引 当 金 否 認 49,732 千円 46,070 千円 

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

 
49,316 千円 72,094 千円 

そ の 他  158,399 千円 187,453 千円 

 繰 延 税 金 資 産 小 計  3,353,040 千円 3,516,939 千円 

評 価 性 引 当 額  △3,115,363 千円 △3,424,245 千円 

 繰 延 税 金 資 産 合 計  237,677 千円 92,693 千円 

繰 延 税 金 負 債   

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金  △146,402 千円 △48,569 千円 

 繰 延 税 金 負 債 合 計  △146,402 千円 △48,569 千円 

繰 延 税 金 資 産
の 純 額      

 
91,274 千円 44,123 千円 

 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 20 年３月期 21 年３月期 

法 定 実 効 税 率 40.69％ －％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 40.26 － 

住 民 税 均 等 割 28.59 － 

評 価 性 引 当 額 63.50 － 

繰 越 欠 損 金 控 除 △2.56 － 

過 年 度 法 人 税 等 13.47 － 

そ の 他 3.40 － 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 187.35％ －％ 

 
当連結会計年度につきましては、税金等調整前当期純損失のため、記載しておりません。 
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９．セグメント情報 

(1)事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 

当社グル－プは情報通信分野における機器の販売及びサ－ビスの提供を行う単一の事業活動を営ん

でいるため、該当事項はありません。 

(2)所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

(3)海外売上高 

前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日)及び 

当連結会計年度(自 平成 20 年４月１日 至 平成 21 年３月 31 日) 
海外売上高がないため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

10．関連当事者との取引 

前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 

(1)親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(千円) 

事業の内容

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目
期末残高
(千円) 役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

富士通 

㈱ 

神奈川県 

川崎市 

中原区 

324,625,075 

通信システム、

情報処理シス

テム及び電子

デバイスの製

造・販売ならび

にこれらに関

するサ－ビス

の提供 

0.01

(直接15.33

間接－) 

 

兼任なし

転籍２人

製品の販

売、施工、

保守及び

システム

の開発 

工事・保守及

びソフト売

上、手数料 

収入 

3,655,715 売掛金 1,683,270

製品の仕入

等 
10,682,400 買掛金 3,007,953

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

当社は、富士通㈱と富士通パ－トナ－契約を締結しており、取引条件につきましては同契約に基づき決定してお

ります。 
 
(2)兄弟会社等 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(千円) 

事業の内容

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 
(％) 

関係内容 
取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

㈱富士通 

エフサス 

東京都 

港区 
9,401,750 

情報システ

ムの企画・設

計、導入・構

築、運用・保

守までの総

合的なサ－

ビス 

－ 

(直接 － 

間接 －)

兼任なし

転籍なし

工事及び

保守の請

負 

工事・保守

収入 
1,364,069 売掛金 324,667

主要株主 

(会社等) 

の子会社 

富士通コワ

－コ㈱ 

東京都 

港区 
450,000 

情報処理機

器、通信機器

および事務

機器ならび

にこれらに

関する周辺

機器、消耗品

等の製造、販

売 

－ 

(直接 － 

間接 －)

 

兼任なし

転籍なし

製品の仕

入等 

製品の仕

入等 
1,647,802 買掛金 365,842

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同様に決定しております。 

3. 富士通サポ－トアンドサ－ビス㈱は、平成19年7月に㈱富士通エフサスに社名を変更しております。 
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当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 
 
(追加情報) 
当連結会計年度より､「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17
日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18
年10月17日）を適用しております。この結果、従来の開示対象に加えて、連結財務諸表提出会社の連
結子会社と関連当事者との取引及び重要な関連会社に関する注記が開示対象に追加されております。 
 
１．関連当事者との取引 

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

①連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

種類 

会社等 
の名称
又は氏
名 

所在地
資本金又は 
出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関連当事者
との関係

取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目
期末残高
(千円) 

主要株主 
富士通

㈱ 

神奈川県

川崎市 

中原区 

324,625,075 

通信システム、

情報処理シス

テム及び電子

デバイスの製

造・販売ならび

にこれらに関

するサ－ビス

の提供 

0.01

(直接15.33

間接－) 

 

製 品 の 販

売、施工、

保守及びシ

ステムの開

発 

 

役員の転籍

工事・保守及

びソフト売

上、手数料

収入 

3,795,354 売掛金 1,522,524

製品の仕入

等 
9,145,446 買掛金 2,237,666

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 当社は、富士通㈱と富士通パ－トナ－契約を締結しており、取引条件につきましては同契約に基づき決定し

ております。 
 
②連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会

社の子会社等 

種類 
会社等 
の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容又は
職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 
(％) 

関連当事者
との関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

主要株主 

の子会社 

㈱富士通 

エフサス 

東京都 

港区 
9,401,750 

情報システム

の企画・設計、

導入・構築、運

用・保守までの

総合的なサ－

ビス 

－ 

(直接 － 

間接 －)

 

工事及び保

守の請負 

工事・保守

収入 
1,312,424 売掛金 323,445

主要株主 

の子会社 

富士通コワ

－コ㈱ 

東京都 

港区 
450,000 

情報処理機器、

通信機器およ

び事務機器な

らびにこれら

に関する周辺

機器、消耗品等

の製造、販売 

－ 

(直接 － 

間接 －)

 

製品の仕入

等 

製品の仕

入等 
1,226,062 買掛金 234,746

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同様に決定しております。 

同契約に基づき決定しております。 
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(2)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等 

種類 
会社等 
の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
(千円) 

事業の内容又は
職業 

議決権等
の所有 

(被所有)
割合 
(％) 

関連当事者
との関係

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

主要株主 

の子会社 

㈱富士通 

エフサス 

東京都 

港区 
9,401,750 

情報システム

の企画・設計、

導入・構築、運

用・保守までの

総合的なサ－

ビス 

－ 

(直接 － 

間接 －)

 

工事及び保

守の請負 

工事・保守

収入 
10,152 売掛金 1,761

(注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同様に決定しております。 

 

２．重要な関連会社に関する注記 

重要な関連会社の要約財務情報 
当連結会計年度において、重要な関連会社は株式会社大和ソフトウェアリサーチであり、その要約財
務情報は以下のとおりであります。 
 

流動資産合計 1,071,269 千円

固定資産合計 1,368,771 千円
 
流動負債合計 1,133,690 千円

固定負債合計 417,591 千円
 
純資産合計 888,758 千円
 
売上高 2,746,584 千円

税引前当期純利益 119,831 千円

当期純利益 57,706 千円
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11．１株当たり情報 

項目 20 年３月期 21 年３月期 

１株当たり純資産額 327 円 95 銭 267 円 02 銭 

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純損失（△） 

△8円 32 銭 △45 円 25 銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株
当たり当期純利益は、
１株当たり当期純損
失であり、また希薄化
効果を有している潜
在株式が存在しない
ため、記載しておりま
せん。 

 
同左 

 

（注）１株当たり当期純利益及び１株当たり当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下の通りであり

ます。 

項目 20 年３月期 21 年３月期 

連結損益計算書上の当期純利益 
又は当期純損失（△） 

△103,691 千円 △563,571 千円 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失（△） 

△103,691 千円 △563,571 千円 

普通株主に帰属しない金額 －  千円 －  千円 

普通株式の期中平均株式数 12,465,496 株 12,455,090 株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含
めなかった潜在株式の概要 

平成18年６月27日開催の

定時株主総会決議による

新株予約権。 

・新株予約権の数 1,419個

・普通株式  1,419,000株

平成18年６月27日開催の

定時株主総会決議による

新株予約権。 

・新株予約権の数 1,382個

・普通株式  1,382,000株

 

12．重要な後発事象 
該当事項はありません。 

 

13．開示の省略 
リ－ス取引、デリバティブ取引、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の

必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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５．個別財務諸表 

（1）貸借対照表 

（単位：千円）

      
前事業年度 

（平成20年３月31日） 
当事業年度 

（平成21年３月31日） 

資産の部  

  流動資産  

    現金及び預金   1,349,075   2,819,643

    受取手形 336,202 283,850

    売掛金 11,124,959 8,743,721

    機器及び材料 20,143 19,772

    仕掛品 4,689,501 4,371,627

    前払費用 133,901 97,280

    繰延税金資産 289,309 260,627

    その他 31,914 19,701

    貸倒引当金 △6,170 △5,555

    流動資産合計 17,968,837 16,610,669

  固定資産  

    有形固定資産  

      建物   1,213,991   1,217,616

        減価償却累計額 △694,969 △726,415

        建物（純額） 519,021 491,201

      工具、器具及び備品 59,481 57,301

        減価償却累計額 △50,324 △50,450

        工具、器具及び備品（純額） 9,156 6,850

      土地   815,555   815,555

      リース資産 － 78,136

        減価償却累計額 － △21,209

        リース資産（純額） － 56,926

      有形固定資産合計 1,343,733 1,370,533

    無形固定資産  

      借地権 12,000 12,000

      ソフトウエア 167,945 92,689

      ソフトウエア仮勘定 － 4,050

      リース資産 － 2,551

      電話加入権 25,444 25,444

      施設利用権 5,170 4,933

      無形固定資産合計 210,559 141,669
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（単位：千円）

     
前事業年度 

（平成20年３月31日） 
当事業年度 

（平成21年３月31日） 

    投資その他の資産  

      投資有価証券   1,420,203   974,933

      関係会社株式 550,697 434,542

      破産更生債権等 96,721 88,360

      長期前払費用 7,402 2,362

      繰延税金資産 90,585 40,849

      敷金及び保証金 536,312 535,238

      会員権 69,045 55,650

      長期定期預金 300,000 300,000

      その他 3,663 3,663

      投資損失引当金 △109,000 －

      貸倒引当金 △88,725 △92,717

      投資その他の資産合計 2,876,904 2,342,882

    固定資産合計 4,431,197 3,855,084

  資産合計 22,400,035 20,465,753

負債の部  

  流動負債  

    買掛金 7,269,012 5,837,094

    短期借入金   1,440,000   1,825,000

    リース債務 － 22,810

    未払金 178,608 244,009

    未払費用 340,267 286,824

    未払法人税等 79,389 69,996

    未払消費税等 301,539 296,660

    前受金 284,337 211,427

    預り金 90,442 61,267

    賞与引当金 511,000 391,000

    製品保証引当金 5,900 5,100

    その他 20,150 17,506

    流動負債合計 10,520,647 9,268,698

  固定負債  

    長期借入金   210,000 －

    リース債務 － 38,917

    退職給付引当金 7,601,626 7,884,819

    役員退職慰労引当金 101,487 90,487

    手数料返還引当金 24,000 11,000

    固定負債合計 7,937,114 8,025,224

  負債合計 18,457,761 17,293,922
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（単位：千円）

      
前事業年度 

（平成20年３月31日） 
当事業年度 

（平成21年３月31日） 

純資産の部  

  株主資本  

    資本金 3,654,257 3,654,257

    資本剰余金  

      資本準備金 272,811 272,811

      資本剰余金合計 272,811 272,811

    利益剰余金  

      利益準備金 2,494 2,494

      その他利益剰余金  

        繰越利益剰余金 △82,927 △695,666

      利益剰余金合計 △80,432 △693,171

    自己株式 △24,901 △26,636

    株主資本合計 3,821,734 3,207,260

  評価・換算差額等  

    その他有価証券評価差額金 92,197 △106,384

    繰延ヘッジ損益 △3,461 △1,436

    評価・換算差額等合計 88,736 △107,821

  新株予約権 31,803 72,392

  純資産合計 3,942,274 3,171,830

負債純資産合計 22,400,035 20,465,753
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（2）損益計算書 

（単位：千円）

   
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

売上高  

  機器及び工事売上高 44,126,024 38,456,012

  手数料収入 337,627 160,787

  売上高合計 44,463,651 38,616,800

売上原価  

  機器及び工事売上原価 37,791,125   32,421,793

  売上原価合計 37,791,125 32,421,793

売上総利益 6,672,526 6,195,006

販売費及び一般管理費   6,603,232   6,354,123

営業利益又は営業損失（△） 69,293 △159,117

営業外収益  

  受取利息 8,705 9,726

  有価証券利息 424 218

  受取配当金   32,478   28,414

  受取家賃 9,526 7,016

  受取手数料 12,076 5,906

  雑収入 9,053 8,351

  営業外収益合計 72,265 59,634

営業外費用  

  支払利息 37,736 35,632

  固定資産除却損 1,490 18,150

  コミットメントライン手数料 17,662 －

  シンジケートローン手数料 － 11,528

  支払手数料 － 15,532

  投資事業組合運用損 － 18,538

  雑損失 9,466 852

  営業外費用合計 66,356 100,235

経常利益又は経常損失（△） 75,203 △199,717

特別利益  

  投資損失引当金戻入額 5,000 －

  貸倒引当金戻入額 10,073 －

  手数料返還引当金戻入益 4,036 4,038

  特別利益合計 19,109 4,038

特別損失  

  会員権評価損 1,266 13,395

  投資有価証券売却損 － 24,104

  投資有価証券評価損 － 126,154

  関係会社株式評価損 － 7,154

  特別損失合計 1,266 170,808

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 93,046 △366,488

法人税、住民税及び事業税 92,000 70,000

法人税等調整額 107,667 176,250

法人税等合計 199,667 246,250

当期純損失（△） △106,620 △612,739
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（3）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

       
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

株主資本  

  資本金  

    前期末残高 3,654,257 3,654,257

    当期変動額  

      当期変動額合計 － －

    当期末残高 3,654,257 3,654,257

  資本剰余金  

    資本準備金  

      前期末残高 272,811 272,811

      当期変動額  

        当期変動額合計 － －

      当期末残高 272,811 272,811

    資本剰余金合計  

      前期末残高 272,811 272,811

      当期変動額  

        当期変動額合計 － －

      当期末残高 272,811 272,811

  利益剰余金  

    利益準備金  

      前期末残高 － 2,494

      当期変動額  

        剰余金の配当 2,494 －

        当期変動額合計 2,494 －

      当期末残高 2,494 2,494

    その他利益剰余金  

      繰越利益剰余金  

        前期末残高 51,133 △82,927

        当期変動額  

          剰余金の配当 △27,439 －

          当期純損失（△） △106,620 △612,739

          当期変動額合計 △134,060 △612,739

        当期末残高 △82,927 △695,666

    利益剰余金合計  

      前期末残高 51,133 △80,432

      当期変動額  

        剰余金の配当 △24,945 －

        当期純損失（△） △106,620 △612,739

        当期変動額合計 △131,566 △612,739

      当期末残高 △80,432 △693,171

  自己株式  

    前期末残高 △21,749 △24,901

    当期変動額  

      自己株式の取得 △3,152 △1,734

      当期変動額合計 △3,152 △1,734

    当期末残高 △24,901 △26,636
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（単位：千円）

     
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  株主資本合計  

    前期末残高 3,956,452 3,821,734

    当期変動額  

      剰余金の配当 △24,945 －

      当期純損失（△） △106,620 △612,739

      自己株式の取得 △3,152 △1,734

      当期変動額合計 △134,718 △614,473

    当期末残高 3,821,734 3,207,260

評価・換算差額等  

  その他有価証券評価差額金  

    前期末残高 385,075 92,197

    当期変動額  

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △292,878 △198,582

      当期変動額合計 △292,878 △198,582

    当期末残高 92,197 △106,384

  繰延ヘッジ損益  

    前期末残高 △4,115 △3,461

    当期変動額  

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 653 2,024

      当期変動額合計 653 2,024

    当期末残高 △3,461 △1,436

  評価・換算差額等合計  

    前期末残高 380,960 88,736

    当期変動額  

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △292,224 △196,558

      当期変動額合計 △292,224 △196,558

    当期末残高 88,736 △107,821

新株予約権  

  前期末残高 － 31,803

  当期変動額  

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,803 40,588

    当期変動額合計 31,803 40,588

  当期末残高 31,803 72,392

純資産合計  

  前期末残高 4,337,413 3,942,274

  当期変動額  

    剰余金の配当 △24,945 －

    当期純損失（△） △106,620 △612,739

    自己株式の取得 △3,152 △1,734

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △260,420 △155,969

    当期変動額合計 △395,139 △770,443

  当期末残高 3,942,274 3,171,830
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（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況） 

該当事項はありません。 

 

６．その他 

(1)受注および販売の状況 
①連結受注実績 

期別 

 

部門・品目 

前連結会計年度 当連結会計年度 
対前期 

増減率 

(％) 

(19.4.1～20.3.31) (20.4.1～21.3.31) 

受注高 
(千円) 

構成比
(％) 

受注高 
(千円) 

構成比 
(％) 

情報通信機器 18,842,118 41.8 10,437,731 30.2 △44.6

ソ
リ
ュ
－
シ
ョ
ン

サ
－
ビ
ス 

ソフトウェアサ－ビス 14,171,013 31.5 13,197,480 38.2 △6.9

保 守 サ － ビ ス 6,145,866 13.6 6,258,549 18.2 1.8

ネットワ－ク工事 5,896,102 13.1 4,632,628 13.4 △21.4

小    計 26,212,982 58.2 24,088,657 69.8 △8.1

合    計 45,055,101 100.0 34,526,389 100.0 △23.4

 
②連結販売実績 

期別 

 

部門・品目 

前連結会計年度 当連結会計年度 
対前期 

増減率 

(％) 

(19.4.1～20.3.31) (20.4.1～21.3.31) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比 
(％) 

情報通信機器 18,693,455 41.7 13,664,913 35.0 △26.9

ソ
リ
ュ
－
シ
ョ
ン

サ
－
ビ
ス 

ソフトウェアサ－ビス 13,792,075 30.8 14,112,172 36.2 2.3

保 守 サ － ビ ス 6,324,210 14.1 6,082,507 15.6 △3.8

ネットワ－ク工事 5,982,224 13.4 5,149,569 13.2 △13.9

小    計 26,098,510 58.3 25,344,249 65.0 △2.9

合    計 44,791,966 100.0 39,009,163 100.0 △12.9

 
 

(2)役員の異動 
①代表者の異動 

該当事項はありません。 
 
②その他役員の異動 

【新任監査役候補】 
監査役（社外）  長谷川 明 〔元 大和証券投資信託委託株式会社 

代表取締役副社長〕 
 

【退任予定監査役】 
監査役（社外）  髙嶋 勝平 

 
③就任または退任予定日 

平成 21 年６月 26 日 
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